
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
～新公会計制度による事業のマネジメント～  
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本市では、2008 年 10 月に、新公会計制度導入検討委員会を立ち上げ、2011 年 4
月には、「町田市の新公会計制度」を公表するなど、これまでも積極的に新公会計制度

に取り組んできました。本市の取り組みは、2012 年 4 月からは、複式簿記・発生主

義の考え方を加えた企業会計に近い仕組みを導入するなど、全国的に先行したものと

なっています。このたび、本市では新公会計制度を用いた「事業別財務諸表」を整備

しました。 
 2012 年度の作成対象は、270 事業です。これらにつ

いて、事業別に、財務分析・事業の課題等の整理を行う

ことにより、本市の今後の市政運営にいかしていきま

す。 

町田市長 石阪 丈一 



 

なぜ新公会計制度による事業別財務諸表が必要なのか？

官庁会計を補完する事業の有効性や経済性を確認できるマネジメント情報の整備が必要

１

現金主義・単式簿記の
官庁会計の問題点

◎官庁会計では限定さ
れた事業費しか把握で
きない。

◎事業のための資産などのス
トックが把握できない。

◎事業の効
率性、有効
性の判断が
できない。

◎事業の将来に向け
た検討ができない。

◎事業の成
果に対する
コストがわ
からない。

人件費

光熱水費

委託料

修繕料

負担金

減価償却費

金利

事業を実施するた
めのコスト

土地
１億円

地方債
1億2千万円

建物
3億5千万円

◎◎ホール

利用者数

○○事業者数

△△センター
会員数

事業の成果

 

町田市の新公会計制度による新たな取り組み２

◎日々の会計処理
に複式簿記を導入
した全組織、全職
員による取り組み

◎課別に財務諸表を作成 ◎財務上特に検討を
要する事業につい
て、特定事業別財務
諸表を作成

３つの要素が揃って初めて、新公会計制度による事業のマネジメントが可能に！

予算科目を課の単位に整
理し直し、課別の財務諸
表を作成可能に！

町田市の新公会計制度の特長
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歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

定性的
な成果

◆開館２５周年にあわせ、春秋の大型企画展覧会と６本の企画展覧会のほか、講演会や版画の摺り体験、工房利用者による展覧会、プロムナードコンサート等、数々の事業を実施
して、多数のお客様に来館していただくことができました。
◆開館２５周年事業についての、プロモーション活動をあらゆる場面で実施しました。小田急電鉄株式会社の協力におよる交通広告の掲出をはじめ、美術館ＨＰ上に２５周年特設
ページを掲載し、事業の宣伝を行いました。また、開館２５周年を記念した「２５２５（にこにこ）キャンペーン」を中心にして、積極的にＰＲ活動を展開したことが集客につながりました。
◆「２５２５（にこにこ）キャンペーン」では、各企画展２５名様へのオリジナル版画のプレゼントと、アンケートに答えていただいたお客様全員にオリジナルしおりをプレゼントしました。秋の
「北斎と広重」展では、アンケートの抽出件数が２，９９０名となり、今後の事業計画に参考となる貴重な資料を得ることができました。

文化スポーツ振興部 主管課名 国際版画美術館 歳出目名 国際版画美術館費
事業類型 d  事業的（特定事業類型１）

1,139,542

国際版画美術館
年間入館者数1人
あたりコスト

人

１日あたり1,139,542円のコストがかっています。

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 分析内容

増減理由
0
0

△ 297,401

0
0

開館日数あたりの
コスト

日
2012

2012

306

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目

増減理由

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

勘定科目

△ 297,401

0
0

0

その他

金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

0
0

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

特別支出 小計 (i)

主として企画展観覧料15,524千円。　その
他、施設使用料4,775千円。

物件費
町田市立国際版画美術館総合管理委託
62,041千円、「版画の冒険」展海外作品借用
業務委託　6,300千円など。

4,828

38,547

7,243

21,754

0

113,222

111,931

△ 297,401

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

金融収入 (d)

0

建物

増減理由

減価償却による減少38,547千円。

0

0
△ 297,401

0

△ 297,401

0

0

0

0 0
0 0
0 0

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 297,401
348,700 348,700

0 0

0 0

4,037 4,037

0 0

159,069 159,069
2,860 2,860

113,222

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

うち時間外勤務手当

51,299 51,299

20,308

20,26120,261
0 0

20,308

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

部局名

勘定科目
A

国際版画美術館
展覧会観覧者数

人 91,659 112,442

指標名 単位 2011年度

組織の
ミッション

優れた美術作品に触れる機会、および学習、創作、発表を通して美術に親しむ機会と環境を効果的に提供し、市民をはじめすべての来館者に喜び、感
動、やすらぎを与えます。また、貴重な文化財である版画作品を収集・保管し、市民の財産として未来に伝えるとともに、広く社会に、版画文化に関する
専門性に裏付けられた良質な情報発信を行います。これにより、町田市の文化振興および文化・芸術都市としてのブランドイメージ向上に寄与します。

事業概要

○企画展示室では豊富な収蔵品を生かしつつ、他の機関からの借用品も含め、春秋の特別企画を中心に自主企画展を行います。常設展示室では収蔵品によるミニ企画展を年間4回行います。貴重な文化財
であり市民の財産である収蔵品の有効利用につとめています。また、展覧会に関連したギャラリートーク、講演会、体験イベントなどを開催しています。
○国際版画美術館ＨＰを中心にして、美術館事業の積極的な情報発信を行っています。
○版画の実技を体験できる版画工房を美術館内で管理運営しています。一般利用者へ版画を制作する場所を提供し、実技講座や公開制作も行っています。
○国際版画美術館の施設運営管理及び施設貸出を行っています。

2012年度

差額2012年度
B-A

0 0
10,730

その他

地方税

勘定科目

2013年度 2016年度 定量的な成果の説明

92,000
年間８本の企画展示室での特別企画展と年間４本の常
設展示室でのミニ企画展の入場者数を合計したもので
す。

使用料及び手数料

92,000

決算額の
主な内訳0 0

0 0

10,730

B

111,931
21,754

7,243

38,547

4,828

0

2012 184,707 1,888 利用者１人あたり1,888円のコストがかかっています。

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用料金収入と利用状況の推移
▽施設の概況

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

184,707人
40,568,535円

11.6%

一般的に、美術館等の歳出に対しての歳入の割合（受益者負担割合）は、13％を超えれば優良とされている中で、受益者負担率11.6％は比較
的良好な数字です。これは、投入した金額が大きかったので、返ってきた金額が大きかったということではないかと考えられることから、今後は、少
ない歳出でいかに効果を上げていくかが課題となります。美術館は、開館27年目に突入しました。いまだに大規模な修繕が一度も行われていな
い状況です。重要備品である収蔵作品は2万4千点を数え、近々の修繕は必須となります。このため、2013年度は施設修繕の基本設計を実施し
ます。今後は、将来の維持管理コスト負担を考慮し、施設の適正な管理運営等について検討する必要があります。

利用料金収入

受益者負担の割合

国際版画美術館事業は、物件費が全体の45.6％を占めています。物件費の主な内容は、施設の管理運営と展覧会事業に係る支出です。施設の管理運
営費用は、清掃・設備・受付・警備等の人的経費の要素が大きくなっています。人件費は全体の30.7％を占めています。2012年度は、25周年事業の開
催に伴い、例年より大きい予算を確保して、事業を実施しています。その分、歳入も例年を大きく上回る額を得ることができました。受益者負担の割合は、
11.6％となっています。

町田市立国際版画美術館
1986年9月1日

1,927,337,000円
1,002,215,240円

普及事業 4.1

0.3
内
訳

管理事務 3.3
展示事業 6.6
ハイビジョン事業 1.0

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託
(フルタイム)

0.7

0.5

1.20 0
1.0

歳出目 合計 15 0 1

建設年月日
取得価額
減価償却累計額
利用者数

Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
流動負債

Ｂ-Ａ
4,640 4,8280

Ａ Ｂ

流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

その他 0 0

0

188
未収金 　　　　　　　　　 50 0 △ 50 還付未済金　　　　　 0 0 0

財政調整基金 　　　　　 0 0 0
0

0
賞与引当金　　　　　 4,640 4,828 188

0

地方債　　　　　　　　 0 0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 1,226,681

建物 　　　　　　　 963,669

無形固定資産 　　　 0
イ

ン
フ

ラ
資

産

有形固定資産 0
0

△ 8,354
0
0 固定負債 125,547 117,193

その他 0

1,188,134 △ 38,547
土地 　　　　　　　 0

0

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

0 0
925,122 △ 38,547

0 0 0
退職手当引当金　　 125,547 117,193 △ 8,354

0 0
工作物 　　　　　 263,012 263,012 0 0 0 0

その他

0

△ 30,431

0 0
△ 8,166122,021

工作物 　　　　　 0

負債の部合計 130,1870 0
土地 　　　　　　　 0 0 純資産 2,492,936 2,462,505

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

重要物品 　　　　　　　　 1,296,392 1,296,392 0
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
投資その他の資産 　　 100,000 100,000 0

有価証券及出資金 0 0 0
特定目的基金 　　　 0 0 0

その他 0 0 0 純資産の部合計 2,492,936 2,462,505 △ 30,431
資産の部合計 2,623,123 2,584,526 △ 38,597 負債及び純資産の部合計 2,623,123 2,584,526

金額

△ 38,597

財務活動収入 0
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 51,349 社会資本整備等投資活動収入 0
勘定科目

0
行政サービス活動収支差額(a) △ 266,970 社会資本整備等投資活動収支差額(b) 0

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 266,970
一般財源充当調整額 266,970

臨時
(短時間)

施設の名称

財務活動支出 0
財務活動収支差額(c) 0

行政サービス活動支出 318,319 社会資本整備等投資活動支出

人件費
32.5%

物件費
45.6%

維持補修費
6.2%

補助費等
2.1%

減価償却費
11.1%

その他
2.5%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

180,000人

200,000人

利用料金収入

利用者数

基本情報

事業の成果

財務情報

単位あたりのコスト分析

財務情報

財務構造分析

総括

町田市の事業別財務諸表の特長３

新公会計制度の導入・財務会計システムで集計した財務諸表の情報に、
組織のミッション、事業目的、事業の成果を交えた分析を加えています。

・事業の成果と関連づけた行政コスト
・単位あたりの行政コストによる効率性の分析
・事業のストックについての財務情報
・事業類型別の財務分析
・財務分析で明らかになった課題

事業のマネジメントに向けて得られる新たな情報
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・すべての歳出目（課）別に財務諸表を作成しています。
・財務上特に検討を要する事業について、特定事業別財務諸表を作成しています。

事業別財務諸表の作成対象４

＝

＝
政策

目的

課題 手段 施策の目的

施策

課題 手段

事務事業

事務事業の目的

課題 手段

すべての歳出目（課単
位）別に財務諸表を作
成

個別に有効性や経済性を分析する
必要がある事業について特定事業
別財務諸表を作成

＝

◎作成対象

歳出目別財務諸表 123 事業

特定事業別財務諸表 143 事業

会計別財務諸表 4 事業

合計 270 事業
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事業の特性に即した分析を行っていくため、歳出目別財務諸表を３つの類型に、特定事業
別財務諸表を４つの類型に分類し、それぞれの類型ごとに分析方法を設定しています。

事業類型の分析５

所管施設がある
歳出目（２９）

事業の過程で不納
欠損が生じている
歳出目（７）

その他歳出目
（７４）

事業的な歳出目

その他（５４）
受益者負担あり

（４５）
受益者負担なし

（４１）

事業類型 １
施設運営

受益者負担型

事業類型 ４
　その他

事業類型 a
　施設所管型

事業類型 b
　不納欠損型

事業類型 ｃ
　その他

受益者負担型
（３）

事業類型 ３
　受益者負担型

施設運営型

特定事業別財務諸表（１４３）

事業類型 ２
　施設運営型

小学校施設
費、高齢者福
祉費、文化振
興費など

国民健康保
険事業会
計、納税管
理費など

町田保育園事業、
市営住宅事業、市
民ホール事業など

中央図書館事業、
子どもセンター
「ぱお」事業、成
瀬クリーンセン
ター事業など

民間等保育所事業
など

事業類型 ｄ

特定事業類型１
の内容で分析

所管施設があ
り、受益者負担
がある事業的な
歳出目（１０）

事業類型 ｅ

特定事業類型３
の内容で分析

受益者負担が
ある事業的な歳
出目（１）

事業類型ｆ

特定事業類型４
の内容で分析

その他の事業
的な歳出目（２）

学童保育費、大地沢青少年センター
費、文学館費など

歳出目別財務諸表（１２３）
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特定事業別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

中央図書館運営人件費。うち、嘱託員報酬が
104,568千円。

事業類型

601,999 1,009 蔵書１点あたりの年間コストは1,009円となっています。2012

12,304
10,758

決算額の
主な内訳0 0

0 0

1,037

5.54

2.56 2.53

勘定科目

3.24

2.64
貸出数を蔵書数で除したもの（ＡＶ資料を含む）。

2.56

特別収入・特別費用

蔵書回転率 回

その他

蔵書更新率

地方税

％

12,304

差額2012年度
B-A

0 0
1,037

0

事業目的
市民がライフステージに応じ必要となる知識・情報等を、「いつでも・どこでも・だれでも」自由に手に入れることができる環境の整備を
します。

指標名 2016年度単位 2011年度 2012年度 定量的な成果の説明2013年度

主管課名

定性的
な成果

・（仮称）忠生図書館開設とＩＣタグシステム導入・システム更改の準備に着手しました。
・「利用者アンケート調査」を実施しました。
・子ども向けおはなし会、映画会を実施しました。
・一般向け映画会を実施しました。
・展示会、講演会事業を行いました。
・「新着図書案内」等館内掲示と紙媒体で各種広報活動をしました。
・第二次子ども読書推進計画を実施しています。
・図書館事業計画を作成中です。

勘定科目
A B

受入数を蔵書数で除したもの（ＡＶ資料を含む）。
4.58 3.81

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

0

8,5428,542
0 0

9,579 9,579
人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

366,022 366,022
106,889 106,889

10,758
0 0

59,423
0 0

59,423

25,465
0 0

25,465

10,494
28,118 28,118
10,494

0 0
607,169 607,169

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 597,590 △ 597,590
0 0
0 0
0 0

△ 597,590 △ 597,590

0 0
0 0

55,243 55,243
0 0

△ 654,365
△ 56,775 △ 56,775

△ 654,365

臨時職員賃金22,182千円
嘱託員共済費15,865千円
電気代17,293千円
図書館書籍等配送業務委託料5,775千円

建物

増減理由

空調設備改修工事による85,050千円の増
加。
減価償却費による25,465千円の減少。

勘定科目

固定資産売却・除却損の55,243千円は、図
書の除籍額。特別費用その他の1,532千円
は、図書館システムと財務会計システムの図
書金額の調整によるもの。

人件費

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

物件費

56,775 56,775
その他 1,5321,532

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目
0 0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 図書

増減理由

購入・寄贈による39,397千円の増加と除籍に
よる55,243千円の減少に、特別費用を加味し
て17,378千円の減少となりました。特

別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

床面積 ㎡
2012 101,737

蔵書数 点

中央図書館事業

生涯学習部部局名

図書館 歳出目名 図書館費 事業名
2　施設運営型

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 分析内容

増減理由

床面積１㎡あたりの年間コストは101,737円となっています。5,968

開館日数 日
2012 302 2,010,493 開館日１日あたりのコストは2,010,493円となっています。

事業別財務諸表の記載内容６

◆貸借対照表 （単位:千円）

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用状況の推移
▽施設の概況

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

町田市立中央図書館
1990年4月16日
1,358,295千円

2,429,332 42,207
純資産の部合計 2,124,278 2,164,136 39,858

560,228千円

・行政費用の60.3％を人件費が占めており、人件費の管理が財務上重要なものとなっています。
・施設に要する行政費用は、電気代と総合管理業務負担金(57,166千円）で74,459千円となり、施設運営上重要なものとなっています。
・資産は、図書が土地・建物の総額を上回る金額を保有しています。
・図書購入費は前年度より11,133千円減少し、前年度比26.0％減少しています。
・蔵書回転率は前年度比1.17％減少しています。

・蔵書回転率を向上させるため、図書の除籍を積極的に行った（図書資産17,378千円減）にもかかわらず、図書購入費の減額に起因して蔵書回
転率は減少傾向となっています。図書購入費の増額により、回転率に寄与する図書の一層の購入が必要です。
・建設後23年が経過していることから、維持補修費や設備の更新に伴う減価償却費の増加が見込まれます。

負債及び純資産の部合計 2,387,125 2,429,332 42,207資産の部合計 2,387,125
その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 6,600 6,600 0

投資その他の資産 　　 6,600 6,600 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 1,379,530 1,362,152 △ 17,378
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

純資産 2,124,278 2,164,136
工作物 　　　　　 0

負債の部合計 262,8470 0
土地 　　　　　　　 0 0

0

39,858

0 0
2,349265,196

0 0
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

0 0 0
退職手当引当金　　 253,478 254,702 1,224

0

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

262,513 0
798,067 59,585

1,060,580 59,585
土地 　　　　　　　 262,513

0
0

1,224
0
0 固定負債 253,478 254,702

その他 0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 1,000,995

建物 　　　　　　　 738,482

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産

0

0
賞与引当金　　　　　 9,369 10,494 1,125

0

地方債　　　　　　　　 0 0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0

1,125
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0流

動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

その他 0 0

流動負債
Ｂ-Ａ

9,369 10,4940
Ａ Ｂ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

施設の名称
建設年月日
取得価額
減価償却累計額
蔵書回転率 2.53回

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託 臨時
(フルタイム) (短時間)

特定事業 合計 30.4 0 4 2 43.7 14.1

内
訳

図書館管理事務 6.1
各館庶務業務 1
企画運営業務 5

1.6 1 1.2
0.4 0.2
0.1 2.6

資料貸出・閲覧業務 16 1.8 1 37.4 12.7
3.7利用援助・普及事業 2.3 0.1人件費

60.3%
物件費
17.6%

維持補修費
1.8%

補助費等
9.8%

減価償却費
4.2%

その他
6.4%

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

回

1,500,000

1,550,000

1,600,000

1,650,000

1,700,000 冊

蔵書回転率

貸出数

　事業の効率
性を分析する
ため、単位あ
たりのコスト
を算出してい
ます。

単位あたり
コスト分析

　行政コスト計算
書は、１年間の事
業のコストを明示
しています。どの
細目にどの程度コ
ストがかかってい
るのかをみること
ができます。

行政コスト
計算書

　事業の成果を明
確にすることで、
行政コストや資
産・負債と事業成
果の関係を明らか
にすることができ
ます。

　事業内容がだれ
のために、どのよ
うに役立つか簡潔
に記載していま
す。

事業の成果

事業目的

　行政コスト計算書の特徴的
事項と貸借対照表の増減理由
を記載しています。

増減理由等の記載

　事業を実施する
にあたっての資産
と負債の状況を明
示しています。貸
借対照表を分析す
ることで、今後の
資産の利活用に向
けた検討を行うこ
とができます。

貸借対照表

　どのような費用
が中心の事業であ
るかを把握し、重
点的に財務分析を
行う項目の検討に
役立てます。

財務構造分析
　事業の成果と人員情
報を対比することによ
り、成果と見合った人
員となっているかと
いった分析や、人員の
種別の切り替えの検討
に役立てることができ
ます。

事業に関わる人員

　各事業の特性に
即した個別分析を
行います。
　この例は、施設
運営型の個別分析
を記載します。

個別分析 　利用状況の推移
を記載します。

個別分析

　事業の成果、財
務情報、財務構造
分析、個別分析を
受けて、客観的な
事実による、現状
を総括します。

財務分析

　財務分析を受け
て、所管課として
何が課題であるか
の問題意識を記載
します。

財務分析を踏ま
えた事業の課題

5



特定事業別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

中央図書館運営人件費。うち、嘱託員報酬が
104,568千円。

事業類型

601,999 1,009 蔵書１点あたりの年間コストは1,009円となっています。2012

12,304
10,758

決算額の
主な内訳0 0

0 0

1,037

5.54

2.56 2.53

勘定科目

3.24

2.64
貸出数を蔵書数で除したもの（ＡＶ資料を含む）。

2.56

特別収入・特別費用

蔵書回転率 回

その他

蔵書更新率

地方税

％

12,304

差額2012年度
B-A

0 0
1,037

0

事業目的
市民がライフステージに応じ必要となる知識・情報等を、「いつでも・どこでも・だれでも」自由に手に入れることができる環境の整備を
します。

指標名 2016年度単位 2011年度 2012年度 定量的な成果の説明2013年度

主管課名

定性的
な成果

・（仮称）忠生図書館開設とＩＣタグシステム導入・システム更改の準備に着手しました。
・「利用者アンケート調査」を実施しました。
・子ども向けおはなし会、映画会を実施しました。
・一般向け映画会を実施しました。
・展示会、講演会事業を行いました。
・「新着図書案内」等館内掲示と紙媒体で各種広報活動をしました。
・第二次子ども読書推進計画を実施しています。
・図書館事業計画を作成中です。

勘定科目
A B

受入数を蔵書数で除したもの（ＡＶ資料を含む）。
4.58 3.81

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

0

8,5428,542
0 0

9,579 9,579
人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

366,022 366,022
106,889 106,889

10,758
0 0

59,423
0 0

59,423

25,465
0 0

25,465

10,494
28,118 28,118
10,494

0 0
607,169 607,169

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 597,590 △ 597,590
0 0
0 0
0 0

△ 597,590 △ 597,590

0 0
0 0

55,243 55,243
0 0

△ 654,365
△ 56,775 △ 56,775

△ 654,365

臨時職員賃金22,182千円
嘱託員共済費15,865千円
電気代17,293千円
図書館書籍等配送業務委託料5,775千円

建物

増減理由

空調設備改修工事による85,050千円の増
加。
減価償却費による25,465千円の減少。

勘定科目

固定資産売却・除却損の55,243千円は、図
書の除籍額。特別費用その他の1,532千円
は、図書館システムと財務会計システムの図
書金額の調整によるもの。

人件費

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

物件費

56,775 56,775
その他 1,5321,532

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目
0 0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 図書

増減理由

購入・寄贈による39,397千円の増加と除籍に
よる55,243千円の減少に、特別費用を加味し
て17,378千円の減少となりました。特

別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

床面積 ㎡
2012 101,737

蔵書数 点

中央図書館事業

生涯学習部部局名

図書館 歳出目名 図書館費 事業名
2　施設運営型

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 分析内容

増減理由

床面積１㎡あたりの年間コストは101,737円となっています。5,968

開館日数 日
2012 302 2,010,493 開館日１日あたりのコストは2,010,493円となっています。

事業別財務諸表の記載内容６

◆貸借対照表 （単位:千円）

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用状況の推移
▽施設の概況

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

町田市立中央図書館
1990年4月16日
1,358,295千円

2,429,332 42,207
純資産の部合計 2,124,278 2,164,136 39,858

560,228千円

・行政費用の60.3％を人件費が占めており、人件費の管理が財務上重要なものとなっています。
・施設に要する行政費用は、電気代と総合管理業務負担金(57,166千円）で74,459千円となり、施設運営上重要なものとなっています。
・資産は、図書が土地・建物の総額を上回る金額を保有しています。
・図書購入費は前年度より11,133千円減少し、前年度比26.0％減少しています。
・蔵書回転率は前年度比1.17％減少しています。

・蔵書回転率を向上させるため、図書の除籍を積極的に行った（図書資産17,378千円減）にもかかわらず、図書購入費の減額に起因して蔵書回
転率は減少傾向となっています。図書購入費の増額により、回転率に寄与する図書の一層の購入が必要です。
・建設後23年が経過していることから、維持補修費や設備の更新に伴う減価償却費の増加が見込まれます。

負債及び純資産の部合計 2,387,125 2,429,332 42,207資産の部合計 2,387,125
その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 6,600 6,600 0

投資その他の資産 　　 6,600 6,600 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 1,379,530 1,362,152 △ 17,378
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

純資産 2,124,278 2,164,136
工作物 　　　　　 0

負債の部合計 262,8470 0
土地 　　　　　　　 0 0

0

39,858

0 0
2,349265,196

0 0
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

0 0 0
退職手当引当金　　 253,478 254,702 1,224

0

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

262,513 0
798,067 59,585

1,060,580 59,585
土地 　　　　　　　 262,513

0
0

1,224
0
0 固定負債 253,478 254,702

その他 0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 1,000,995

建物 　　　　　　　 738,482

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産

0

0
賞与引当金　　　　　 9,369 10,494 1,125

0

地方債　　　　　　　　 0 0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0

1,125
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0流

動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

その他 0 0

流動負債
Ｂ-Ａ

9,369 10,4940
Ａ Ｂ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

施設の名称
建設年月日
取得価額
減価償却累計額
蔵書回転率 2.53回

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託 臨時
(フルタイム) (短時間)

特定事業 合計 30.4 0 4 2 43.7 14.1

内
訳

図書館管理事務 6.1
各館庶務業務 1
企画運営業務 5

1.6 1 1.2
0.4 0.2
0.1 2.6

資料貸出・閲覧業務 16 1.8 1 37.4 12.7
3.7利用援助・普及事業 2.3 0.1人件費

60.3%
物件費
17.6%

維持補修費
1.8%

補助費等
9.8%

減価償却費
4.2%

その他
6.4%

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

回

1,500,000

1,550,000

1,600,000

1,650,000

1,700,000 冊

蔵書回転率

貸出数

　事業の効率
性を分析する
ため、単位あ
たりのコスト
を算出してい
ます。

単位あたり
コスト分析

　行政コスト計算
書は、１年間の事
業のコストを明示
しています。どの
細目にどの程度コ
ストがかかってい
るのかをみること
ができます。

行政コスト
計算書

　事業の成果を明
確にすることで、
行政コストや資
産・負債と事業成
果の関係を明らか
にすることができ
ます。

　事業内容がだれ
のために、どのよ
うに役立つか簡潔
に記載していま
す。

事業の成果

事業目的

　行政コスト計算書の特徴的
事項と貸借対照表の増減理由
を記載しています。

増減理由等の記載

　事業を実施する
にあたっての資産
と負債の状況を明
示しています。貸
借対照表を分析す
ることで、今後の
資産の利活用に向
けた検討を行うこ
とができます。

貸借対照表

　どのような費用
が中心の事業であ
るかを把握し、重
点的に財務分析を
行う項目の検討に
役立てます。

財務構造分析
　事業の成果と人員情
報を対比することによ
り、成果と見合った人
員となっているかと
いった分析や、人員の
種別の切り替えの検討
に役立てることができ
ます。

事業に関わる人員

　各事業の特性に
即した個別分析を
行います。
　この例は、施設
運営型の個別分析
を記載します。

個別分析 　利用状況の推移
を記載します。

個別分析

　事業の成果、財
務情報、財務構造
分析、個別分析を
受けて、客観的な
事実による、現状
を総括します。

財務分析

　財務分析を受け
て、所管課として
何が課題であるか
の問題意識を記載
します。

財務分析を踏ま
えた事業の課題
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事例①　学童保育クラブ事業
平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.２４参照

 

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

2012 2873 364,724 入会児童1人あたり年間364,724円のコストがかかっています（ころころ学童保育
クラブを除く）。

519

43,596

5,477

0

795,460
4,186

決算額の
主な内訳0 0

0 0

325,716

B
勘定科目

2013年度 2016年度 定量的な成果の説明

2,870
学童保育クラブに入会した児童の人数（4月1日現在、こ
ろころ学童保育クラブを除く)

使用料及手数料

2,981

その他

地方税

0 0
325,716

差額2012年度
B-A

単位 2011年度

組織の
ミッション

児童青少年課の学童保育事業のミッションは、子どもが楽しく安全に過ごせる場及び放課後に適切な保護を受けられない児童を見
守り、保護者が安心して働ける環境を作ることです。

事業概要

◆学童保育クラブの入会受付・審査・承認・退会事務、育成料の徴収
◆学童保育クラブの管理・運営（市直営、指定管理、委託）、指定管理者・委託者への連絡・指導、モニタリング事務
◆遠距離学童保育クラブの解消、老朽化の激しい学童保育クラブの解消、大規模学童保育クラブの解消

2012年度

部局名

勘定科目
A

学童保育クラブ入所児童数人 2,864 2,873

指標名

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

184,651

305305
0 0

184,651

510,672 510,672
人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

うち時間外勤務手当

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

127,042

行
政
費
用

10,798 10,798
858,988 858,988

0 0

0 0

8,043 8,043
0 0

1,047,851 1,047,851
行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 537,179

0 0

△ 181
181 181

108,116

△ 181

△ 429,244

0

108,116 108,116

建物

増減理由

南大谷学童保育クラブの新築、図師学童保
育クラブの増築などによる増加158,249千円

108,116

0
△ 537,360

108,116

△ 537,179

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

金融収入 (d)

学童保育クラブ育成料184,651千円

物件費
学童保育クラブ指定管理委託料
756,422千円
学童保育クラブ業務委託料
53,074千円　など

5,477

43,596

519

4,186

0

127,042

795,460

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

特別支出 小計 (i)
0
0

その他

金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

△ 537,360

0
108,116

0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 その他

増減理由

リース資産の減価償却による減少6,200千円

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

2012

2012

単位あたりコスト 分析内容

地方債

増減理由

南大谷学童保育クラブ移設工事に伴う地方
債の発行による増加12,100千円

0
0

△ 429,244

0
0

指標名 単位 年度 実績

入会児童1人あたり
コスト

人

子ども生活部 主管課名 児童青少年課 歳出目名 学童保育費
事業類型 d  事業的（特定事業類型１）

定性的
な成果

◆南大谷学童保育クラブの小学校敷地内移転が完了し、遠距離学童保育クラブが1箇所減少しました。

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用料金収入と利用状況の推移
▽施設の概況

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

財務活動支出 6,199

学童保育クラブの管理運営のための歳出目であり、施設を運営する特定事業と類似した財務構造になっています。学童保育クラブを実施するた
めの事業用資産は約10.8億円を保有していますが、これは学童保育クラブ単体の施設であり、小学校内で学童保育クラブを運営している施設も
あります。全43クラブ中、35クラブで指定管理者制度を導入しており、行政費用の大半を指定管理委託料が占めています。

財務活動収支差額(c) 5,901
行政サービス活動支出 1,009,756 社会資本整備等投資活動支出 93,430

小学校の敷地内にクラブを整備することは利用する子どもたちの安全性の確保のために必要です。中でも空き教室を利用した学童保育クラブ事業は、建設費用を抑え
られることもでき、有益な事業の実施方法です。しかし、余裕教室がない学校では、学童保育クラブ単独の施設を設置する必要があり、整備に伴う費用が大きくなりま
す。また、児童数の増加により、突発的な増築による支出もあるため、児童の入会に関する制度のあり方など、計画的かつ安定的な施設の設置方法を検討する必要が
あります。現在、指定管理者制度を導入し、効果的･効率的な運営・管理の実現を図るよう努めていますが、多くの施設が指定管理制度に移行したことから、移行による
経費や事務局の事務量等の効果を検証する必要があります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 540,960
一般財源充当調整額 540,960

利用料金収入

受益者負担の割合

臨時
(短時間)

施設の名称

行政サービス活動収支差額(a) △ 499,365 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 47,496

財務活動収入 12,100
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 510,391 社会資本整備等投資活動収入 45,934
勘定科目

負債及び純資産の部合計 946,046 1,103,465

金額

157,419資産の部合計 946,046 1,103,465 157,419
純資産の部合計 765,125 921,963 156,838その他 18,598 12,398 △ 6,200

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 4,935 4,935
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

純資産 765,125 921,963
工作物 　　　　　 0

負債の部合計 180,9210 0
土地 　　　　　　　 0 0

0

156,838

0 0
581181,502

6,199 △ 6,199
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

18,600 30,700 12,100
退職手当引当金　　 138,601 132,927 △ 5,674

12,398

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

38,066 0
1,044,156 158,249

1,082,222 158,249
土地 　　　　　　　 38,066

0
0

227
0
0 固定負債 169,599 169,826

その他 6,199

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 923,973

建物 　　　　　　　 885,907

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産

6,199

0
賞与引当金　　　　　 5,123 5,477 354

0

地方債　　　　　　　　 0 0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

292

354
未収金 　　　　　　　　　 5,561 5,704 143 還付未済金　　　　　 0 0 0流

動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 △ 2,086 △ 1,794

その他 0 0

流動負債
Ｂ-Ａ

11,322 11,6760
Ａ Ｂ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

建設年月日
取得価額
減価償却累計額
利用者数

歳出目 合計 21.5 0 0

0.00.0 0.0

21.8
21.8

0 1.9
0.0 0.0 1.9

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託
(フルタイム)

内
訳

児童の保育業務 14.0 0.0
学童保育事業事務 7.5 0.0 0.0

2,873人
188,948,000円

18.03%

学童保育クラブ
1990年2月13日～2013年3月21日

1,334,676,550円
290,520,808円

人件費
12.1%

物件費
82.0%

その他
1.3%

減価償却費
4.2%

補助費等
0.0%

維持補修費
0.4%

150,000

155,000

160,000

165,000

170,000

175,000

180,000

185,000

190,000

195,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

2,800人

2,820人

2,840人

2,860人

2,880人

2,900人

2,920人

2,940人

2,960人

利用料金収入

利用者数

　入会児童一人あたり約３６万５千円のコスト
がかかっていることがわかります。

　学童保育クラブサービスを実施するため、人件費や減価
償却費などを含めたフルコストがいくらかかっているかわ
かります。
　またコストに対応する収入がわかります。

◆行政コスト計算書

519

43,596

5,477

0

795,460
4,186

0
0

B

その他

地方税

0
325,716

2012年度
勘定科目

A

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

184,651

305
0

510,672
人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

うち時間外勤務手当

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

127,042

行
政
費
用

10,798
858,988

0

0

8,043
0

1,047,851

　学童保育クラブサービスを実施するための資産と
して、約１１億円の資産を保有していることがわか
ります。

工作物　　　　　　 0 0 0
0 0

38,066 0
1,044,156 158,249

1,082,222 158,249
土地　　　　　　　　 38,066

事
業
用
資
産

有形固定資産 923,973

建物　　　　　　　　 885,907

無形固定資産　　　　 0

　学童保育クラブサービスの実施コストのうち利用
者がどれだけ負担しているかがわかります。

受益者負担の割合 18.03%

◆単位あたりコスト分析 ※

2012 2873 364,724

単位あたりコスト指標名 単位 年度 実績

入会児童1人あたり
コスト

人
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平成２４年度町田市事業別財務諸表
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歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

2012 2873 364,724 入会児童1人あたり年間364,724円のコストがかかっています（ころころ学童保育
クラブを除く）。

519

43,596

5,477

0

795,460
4,186

決算額の
主な内訳0 0

0 0

325,716

B
勘定科目

2013年度 2016年度 定量的な成果の説明

2,870
学童保育クラブに入会した児童の人数（4月1日現在、こ
ろころ学童保育クラブを除く)

使用料及手数料

2,981

その他

地方税

0 0
325,716

差額2012年度
B-A

単位 2011年度

組織の
ミッション

児童青少年課の学童保育事業のミッションは、子どもが楽しく安全に過ごせる場及び放課後に適切な保護を受けられない児童を見
守り、保護者が安心して働ける環境を作ることです。

事業概要

◆学童保育クラブの入会受付・審査・承認・退会事務、育成料の徴収
◆学童保育クラブの管理・運営（市直営、指定管理、委託）、指定管理者・委託者への連絡・指導、モニタリング事務
◆遠距離学童保育クラブの解消、老朽化の激しい学童保育クラブの解消、大規模学童保育クラブの解消

2012年度

部局名

勘定科目
A

学童保育クラブ入所児童数人 2,864 2,873

指標名

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

184,651

305305
0 0

184,651

510,672 510,672
人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

うち時間外勤務手当

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

127,042

行
政
費
用

10,798 10,798
858,988 858,988

0 0

0 0

8,043 8,043
0 0

1,047,851 1,047,851
行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 537,179

0 0

△ 181
181 181

108,116

△ 181

△ 429,244

0

108,116 108,116

建物

増減理由

南大谷学童保育クラブの新築、図師学童保
育クラブの増築などによる増加158,249千円

108,116

0
△ 537,360

108,116

△ 537,179

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

金融収入 (d)

学童保育クラブ育成料184,651千円

物件費
学童保育クラブ指定管理委託料
756,422千円
学童保育クラブ業務委託料
53,074千円　など

5,477

43,596

519

4,186

0

127,042

795,460

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

特別支出 小計 (i)
0
0

その他

金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

△ 537,360

0
108,116

0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 その他

増減理由

リース資産の減価償却による減少6,200千円

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

2012

2012

単位あたりコスト 分析内容

地方債

増減理由

南大谷学童保育クラブ移設工事に伴う地方
債の発行による増加12,100千円

0
0

△ 429,244

0
0

指標名 単位 年度 実績

入会児童1人あたり
コスト

人

子ども生活部 主管課名 児童青少年課 歳出目名 学童保育費
事業類型 d  事業的（特定事業類型１）

定性的
な成果

◆南大谷学童保育クラブの小学校敷地内移転が完了し、遠距離学童保育クラブが1箇所減少しました。

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用料金収入と利用状況の推移
▽施設の概況

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

財務活動支出 6,199

学童保育クラブの管理運営のための歳出目であり、施設を運営する特定事業と類似した財務構造になっています。学童保育クラブを実施するた
めの事業用資産は約10.8億円を保有していますが、これは学童保育クラブ単体の施設であり、小学校内で学童保育クラブを運営している施設も
あります。全43クラブ中、35クラブで指定管理者制度を導入しており、行政費用の大半を指定管理委託料が占めています。

財務活動収支差額(c) 5,901
行政サービス活動支出 1,009,756 社会資本整備等投資活動支出 93,430

小学校の敷地内にクラブを整備することは利用する子どもたちの安全性の確保のために必要です。中でも空き教室を利用した学童保育クラブ事業は、建設費用を抑え
られることもでき、有益な事業の実施方法です。しかし、余裕教室がない学校では、学童保育クラブ単独の施設を設置する必要があり、整備に伴う費用が大きくなりま
す。また、児童数の増加により、突発的な増築による支出もあるため、児童の入会に関する制度のあり方など、計画的かつ安定的な施設の設置方法を検討する必要が
あります。現在、指定管理者制度を導入し、効果的･効率的な運営・管理の実現を図るよう努めていますが、多くの施設が指定管理制度に移行したことから、移行による
経費や事務局の事務量等の効果を検証する必要があります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 540,960
一般財源充当調整額 540,960

利用料金収入

受益者負担の割合

臨時
(短時間)

施設の名称

行政サービス活動収支差額(a) △ 499,365 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 47,496

財務活動収入 12,100
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 510,391 社会資本整備等投資活動収入 45,934
勘定科目

負債及び純資産の部合計 946,046 1,103,465

金額

157,419資産の部合計 946,046 1,103,465 157,419
純資産の部合計 765,125 921,963 156,838その他 18,598 12,398 △ 6,200

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 4,935 4,935
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

純資産 765,125 921,963
工作物 　　　　　 0

負債の部合計 180,9210 0
土地 　　　　　　　 0 0

0

156,838

0 0
581181,502

6,199 △ 6,199
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

18,600 30,700 12,100
退職手当引当金　　 138,601 132,927 △ 5,674

12,398

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

38,066 0
1,044,156 158,249

1,082,222 158,249
土地 　　　　　　　 38,066

0
0

227
0
0 固定負債 169,599 169,826

その他 6,199

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 923,973

建物 　　　　　　　 885,907

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産

6,199

0
賞与引当金　　　　　 5,123 5,477 354

0

地方債　　　　　　　　 0 0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

292

354
未収金 　　　　　　　　　 5,561 5,704 143 還付未済金　　　　　 0 0 0流

動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 △ 2,086 △ 1,794

その他 0 0

流動負債
Ｂ-Ａ

11,322 11,6760
Ａ Ｂ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

建設年月日
取得価額
減価償却累計額
利用者数

歳出目 合計 21.5 0 0

0.00.0 0.0

21.8
21.8

0 1.9
0.0 0.0 1.9

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託
(フルタイム)

内
訳

児童の保育業務 14.0 0.0
学童保育事業事務 7.5 0.0 0.0

2,873人
188,948,000円

18.03%

学童保育クラブ
1990年2月13日～2013年3月21日

1,334,676,550円
290,520,808円

人件費
12.1%

物件費
82.0%

その他
1.3%

減価償却費
4.2%

補助費等
0.0%

維持補修費
0.4%

150,000

155,000

160,000

165,000

170,000

175,000

180,000

185,000

190,000

195,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

2,800人

2,820人

2,840人

2,860人

2,880人

2,900人

2,920人

2,940人

2,960人

利用料金収入

利用者数

　入会児童一人あたり約３６万５千円のコスト
がかかっていることがわかります。

　学童保育クラブサービスを実施するため、人件費や減価
償却費などを含めたフルコストがいくらかかっているかわ
かります。
　またコストに対応する収入がわかります。

◆行政コスト計算書

519

43,596

5,477

0

795,460
4,186

0
0

B

その他

地方税

0
325,716

2012年度
勘定科目

A

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

184,651

305
0

510,672
人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

うち時間外勤務手当

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

127,042

行
政
費
用

10,798
858,988

0

0

8,043
0

1,047,851

　学童保育クラブサービスを実施するための資産と
して、約１１億円の資産を保有していることがわか
ります。

工作物　　　　　　 0 0 0
0 0

38,066 0
1,044,156 158,249

1,082,222 158,249
土地　　　　　　　　 38,066

事
業
用
資
産

有形固定資産 923,973

建物　　　　　　　　 885,907

無形固定資産　　　　 0

　学童保育クラブサービスの実施コストのうち利用
者がどれだけ負担しているかがわかります。

受益者負担の割合 18.03%

◆単位あたりコスト分析 ※

2012 2873 364,724

単位あたりコスト指標名 単位 年度 実績

入会児童1人あたり
コスト

人

8



事例②　廃棄物処理事業

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

建設仮勘定

増減理由

清掃工場粗大破砕設備一次破砕機外改修工事72,000千円
が終了し、新たに忠生311号線道路改良工事14,289千円、
清掃工場受変電設備更新工事31,500千円が行われた。

△ 2,440,845

0 0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 土地

増減理由

忠生311号線用地63,166千円による増加。

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

その他

勘定科目

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

使用料及び手数料
廃棄物処理手数料692,022千円など。

物件費
町田リサイクル文化センター廃棄物処理施設総合保守点
検業務委託453,705千円、清掃工場排水浄化センター
運転等業務委託126,525千円、町田リサイクル文化セン
ター清掃及び警備等業務委託62,265千円など。

補助費等
東京たま広域資源循環組合負担金876,663
千円。多摩ニュータウン環境組合負担金
50,245千円。町田エコフェスタ事業補助金70
千円。

建物

増減理由

清掃工場（4号焼却炉排ガス処理設備、粗大
破砕設備ほか）改修工事完了による増加。

△ 2,440,845

0 0
0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

△ 2,440,845 △ 2,440,845

△ 3,855 △ 3,855
3,855 3,855

△ 2,436,990

0 0
行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 2,436,990

3,482,821 3,482,821
0 0

49,936 49,936
23,305 23,305

414,970 414,970
0 0

930,736 930,736
0 0

91,271 91,271
0 0

635,931 635,931

1,336,672 1,336,672
35,890 35,890

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

153,608 153,608
1,045,831 1,045,831

692,223
0 0

692,223

200,000
0 0

200,000

0
0 0

その他
行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

地方税
国庫支出金

0

部局名

差額

組織の
ミッション

資源循環課のミッションは、現有施設の適正管理と安定稼動を行い、市内から発生するごみを滞りなく適正に処理することによっ
て、市民の快適な生活環境を維持することです。

指標名 2016年度

ごみ焼却量 t

2012年度
B-A

定性的
な成果

◆清掃工場へのごみ持ち込み件数の多くなる年末時期に、特設の受付場所を設けて対応を行い、周辺道路の渋滞緩和に努めまし
た。また、近隣住民との懇話会等を5回開催し情報共有に努めました。
◆資源循環課所管施設（清掃工場、排水浄化センター、リレーセンターみなみ、剪定枝資源化センター、カン資源化施設）の工事・修
繕10ヵ年計画を策定しました。
◆危機管理体制の確立に向けて、運転員でのプラント緊急停止及び職員・委託業者の避難・退避訓練を2回実施しました。また、可燃
ごみピット火災消火訓練を計画どおり実施できました。
◆宮城県女川町の災害廃棄物について、市内ごみ処理に支障をきたすことなく、安全に搬入し処理することができました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

992,286

定量的な成果の説明2013年度

環境資源部

992,286

事故等の原因による多摩
ニュータウン環境組合へ
の可燃ごみ搬入量

単位 2011年度 2012年度

96,601 95,243 91,097

歳出目名 廃棄物処理費資源循環課主管課名

84,125

0
清掃工場の設備における事故等により、多摩ニュータウ
ン環境組合へ搬入した可燃ごみの量。

事業概要

・清掃工場の操業及び場内設備の維持管理
・境川クリーンセンターし尿投入施設の維持管理
・剪定枝資源化センターの操業及び場内設備の維持管理
・町田リサイクル文化センターの維持管理
・最終処分場の維持管理及び閉鎖に向けた取り組みの実施
・ごみに含まれる資源に関する再資源化ルートの確立及び継続した再資源化の実施
・町田エコフェスタ開催に関する支援
・忠生311号線の道路拡張事業

t 351 1,173 0

清掃工場におけるごみ焼却量。

事業類型 a 施設所管型

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽資産老朽化比率の推移

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

12.2 0.6

2.0ごみ焼却に関する業務 37.6

施設維持管理に関する業務 11.0
ごみ搬入に関する業務 12.1

歳出目 合計 69.0 0.0 9.0

6.0
庶務事務に関する業務 6.2 1.0

1.0

12.2 0.6

内
訳

課全体の取りまとめ業務 2.1

再雇用

1.0

嘱託 臨時
(フルタイム) (短時間)

業務内容 常勤
再任用 再任用

Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
流動負債 45,245 47,505

流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 △ 2,217,768

不納欠損引当金 　　　 0 0

2,260
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0

△ 2,217,768

0 地方債　　　　　　　　 23,870 24,200
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

その他 0 0

330
賞与引当金　　　　　 21,375 23,305 1,930

0
その他 0 0 0 固定負債 827,744 885,572 57,828

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 7,642,180

建物 　　　　　　　 7,097,111

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　 0

8,199,117 556,937 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

249,421 319,921 70,500
土地 　　　　　　　 248,069 311,235 63,166 退職手当引当金　　 578,323 565,651 △ 12,672

7,607,382 510,271 その他 0 0 0
工作物 　　　　　 297,000 280,500 △ 16,500 0 0 0

933,077
0

△ 1,762,006

0 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産 0 0 0 負債の部合計 872,989 60,088
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 6,937,497 5,175,491

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

重要物品 　　　　　　　　 96,306 81,430 △ 14,876
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 72,000 45,789 △ 26,211
投資その他の資産 　　 0 0 0

有価証券及出資金 0 0 0
特定目的基金 　　　 0 0 0

その他 0 0 0 純資産の部合計 6,937,497 5,175,491 △ 1,762,006

資産の部合計 7,810,486 6,108,568 △ 1,701,918 負債及び純資産の部合計 7,810,486 6,108,568

金額

△ 1,701,918

財務活動収入 94,700
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 1,045,830 社会資本整備等投資活動収入 665,790
勘定科目

財務活動収支差額(c) 70,830
行政サービス活動支出 3,082,448 社会資本整備等投資活動支出 917,769
行政サービス活動収支差額(a) △ 2,036,618 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 251,979

行政費用のうち40％近くを物件費が占めており、この内訳としては、ごみ処理業務にかかる委託料及び消耗品費が主な費目となっています。ま
た、25％以上ある補助費等のほとんどが東京たま広域資源循環組合への負担金であり、焼却灰を同組合に搬入するために処理量等に応じて組
合員が負担するものです。
使用料及手数料のほとんどは、清掃工場にごみを搬入される方の廃棄物処理手数料で、その他の4.4％の内訳はごみの中の資源物やごみ焼却
により発電した電気を売却したことによる収入などがあります。このように、事業費の1/4程度を業務活動による収入でまかなっている状態です。

補助費等については、灰の処理のためにどうしても必要であり、固定費と考えられます。意思決定により変動可能な委託料や人件費の見直しが検
討課題となりますが、業務によって人員配置を手厚くする部分と委託でも対応可能な部分の見極めを的確に行うことが重要となります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 2,217,767
一般財源充当調整額 2,217,767

財務活動支出 23,870

人件費
18.3%

物件費
38.4%維持補修費

2.6%

補助費等
26.7%

減価償却費
11.9%

その他
2.1%

市負担
70.0%

使用料及手数
料

19.9%

都支出金
5.7%

その他
4.4%

73.7%

15.9%

51.4%

51.6%

51.7%

50.9%

71.1%

12.8%
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80%

2011年度 2012年度

所管施設全体

町田リサイクル文化セン
ター

リレーセンターみなみ

町田市剪定枝資源化セ
ンター（小野路）

　個別の資産ごとの老朽化比率を把握することができます。

　コスト分析を行うことにより、変動費、固定費を
分解するなどのきめ細やかな分析が可能となりま
す。

補助費等については、灰の処理のためにどうしても必
要であり、固定費と考えられます。意思決定により変
動可能な委託料や人件費の見直しが検討課題となりま
すが、業務によって人員配置を手厚くする部分と委託
でも対応可能な部分の見極めを的確に行うことが重要
となります。

行政費用のうち40％近くを物件費が占めており、この内訳として
は、ごみ処理業務にかかる委託料及び消耗品費が主な費目となっ
ています。また、25％以上ある補助費等のほとんどが東京たま広
域資源循環組合への負担金であり、焼却灰を同組合に搬入するた
めに処理量等に応じて組合員が負担するものです。
使用料及手数料のほとんどは、清掃工場にごみを搬入される方の
廃棄物処理手数料で、その他の4.4％の内訳はごみの中の資源物や
ごみ焼却により発電した電気を売却したことによる収入などがあ
ります。このように、事業費の1/4程度を業務活動による収入でま
かなっている状態です。

　費用の性質別割合を分析することで、事業のコスト構造を
把握することができます。また財務改善にあたって注目する
べき科目を把握することができます。

　実は減価償却費がコストの多くの割合（11.9％）
を占めていることがわかります。

3,482,821
0

49,936
23,305

414,970
0

930,736
0

91,271
0

635,931

1,336,672
35,890

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料 992,286

固定費

変動費

73.7%

15.9%

51.4%

51.6%

51.7%

50.9%

71.1%

12.8%
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80%

2011年度 2012年度

所管施設全体

町田リサイクル文化セン

ター

リレーセンターみなみ

町田市剪定枝資源化セ

ンター（小野路）

▽資産老朽化比率の推移

人件費

18.3%

物件費

38.4%維持補修費

2.6%

補助費等

26.7%

減価償却費

11.9%

その他

2.1%

平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.３７４参照
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事例②　廃棄物処理事業

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

建設仮勘定

増減理由

清掃工場粗大破砕設備一次破砕機外改修工事72,000千円
が終了し、新たに忠生311号線道路改良工事14,289千円、
清掃工場受変電設備更新工事31,500千円が行われた。

△ 2,440,845

0 0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 土地

増減理由

忠生311号線用地63,166千円による増加。

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

その他

勘定科目

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

使用料及び手数料
廃棄物処理手数料692,022千円など。

物件費
町田リサイクル文化センター廃棄物処理施設総合保守点
検業務委託453,705千円、清掃工場排水浄化センター
運転等業務委託126,525千円、町田リサイクル文化セン
ター清掃及び警備等業務委託62,265千円など。

補助費等
東京たま広域資源循環組合負担金876,663
千円。多摩ニュータウン環境組合負担金
50,245千円。町田エコフェスタ事業補助金70
千円。

建物

増減理由

清掃工場（4号焼却炉排ガス処理設備、粗大
破砕設備ほか）改修工事完了による増加。

△ 2,440,845

0 0
0 0

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

△ 2,440,845 △ 2,440,845

△ 3,855 △ 3,855
3,855 3,855

△ 2,436,990

0 0
行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 2,436,990

3,482,821 3,482,821
0 0

49,936 49,936
23,305 23,305

414,970 414,970
0 0

930,736 930,736
0 0

91,271 91,271
0 0

635,931 635,931

1,336,672 1,336,672
35,890 35,890

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

153,608 153,608
1,045,831 1,045,831

692,223
0 0

692,223

200,000
0 0

200,000

0
0 0

その他
行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

地方税
国庫支出金

0

部局名

差額

組織の
ミッション

資源循環課のミッションは、現有施設の適正管理と安定稼動を行い、市内から発生するごみを滞りなく適正に処理することによっ
て、市民の快適な生活環境を維持することです。

指標名 2016年度

ごみ焼却量 t

2012年度
B-A

定性的
な成果

◆清掃工場へのごみ持ち込み件数の多くなる年末時期に、特設の受付場所を設けて対応を行い、周辺道路の渋滞緩和に努めまし
た。また、近隣住民との懇話会等を5回開催し情報共有に努めました。
◆資源循環課所管施設（清掃工場、排水浄化センター、リレーセンターみなみ、剪定枝資源化センター、カン資源化施設）の工事・修
繕10ヵ年計画を策定しました。
◆危機管理体制の確立に向けて、運転員でのプラント緊急停止及び職員・委託業者の避難・退避訓練を2回実施しました。また、可燃
ごみピット火災消火訓練を計画どおり実施できました。
◆宮城県女川町の災害廃棄物について、市内ごみ処理に支障をきたすことなく、安全に搬入し処理することができました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

992,286

定量的な成果の説明2013年度

環境資源部

992,286

事故等の原因による多摩
ニュータウン環境組合へ
の可燃ごみ搬入量

単位 2011年度 2012年度

96,601 95,243 91,097

歳出目名 廃棄物処理費資源循環課主管課名

84,125

0
清掃工場の設備における事故等により、多摩ニュータウ
ン環境組合へ搬入した可燃ごみの量。

事業概要

・清掃工場の操業及び場内設備の維持管理
・境川クリーンセンターし尿投入施設の維持管理
・剪定枝資源化センターの操業及び場内設備の維持管理
・町田リサイクル文化センターの維持管理
・最終処分場の維持管理及び閉鎖に向けた取り組みの実施
・ごみに含まれる資源に関する再資源化ルートの確立及び継続した再資源化の実施
・町田エコフェスタ開催に関する支援
・忠生311号線の道路拡張事業

t 351 1,173 0

清掃工場におけるごみ焼却量。

事業類型 a 施設所管型

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽資産老朽化比率の推移

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

12.2 0.6

2.0ごみ焼却に関する業務 37.6

施設維持管理に関する業務 11.0
ごみ搬入に関する業務 12.1

歳出目 合計 69.0 0.0 9.0

6.0
庶務事務に関する業務 6.2 1.0

1.0

12.2 0.6

内
訳

課全体の取りまとめ業務 2.1

再雇用

1.0

嘱託 臨時
(フルタイム) (短時間)

業務内容 常勤
再任用 再任用

Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
流動負債 45,245 47,505

流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 △ 2,217,768

不納欠損引当金 　　　 0 0

2,260
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0

△ 2,217,768

0 地方債　　　　　　　　 23,870 24,200
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

その他 0 0

330
賞与引当金　　　　　 21,375 23,305 1,930

0
その他 0 0 0 固定負債 827,744 885,572 57,828

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 7,642,180

建物 　　　　　　　 7,097,111

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　 0

8,199,117 556,937 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

249,421 319,921 70,500
土地 　　　　　　　 248,069 311,235 63,166 退職手当引当金　　 578,323 565,651 △ 12,672

7,607,382 510,271 その他 0 0 0
工作物 　　　　　 297,000 280,500 △ 16,500 0 0 0

933,077
0

△ 1,762,006

0 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産 0 0 0 負債の部合計 872,989 60,088
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 6,937,497 5,175,491

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

重要物品 　　　　　　　　 96,306 81,430 △ 14,876
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 72,000 45,789 △ 26,211
投資その他の資産 　　 0 0 0

有価証券及出資金 0 0 0
特定目的基金 　　　 0 0 0

その他 0 0 0 純資産の部合計 6,937,497 5,175,491 △ 1,762,006

資産の部合計 7,810,486 6,108,568 △ 1,701,918 負債及び純資産の部合計 7,810,486 6,108,568

金額

△ 1,701,918

財務活動収入 94,700
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 1,045,830 社会資本整備等投資活動収入 665,790
勘定科目

財務活動収支差額(c) 70,830
行政サービス活動支出 3,082,448 社会資本整備等投資活動支出 917,769
行政サービス活動収支差額(a) △ 2,036,618 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 251,979

行政費用のうち40％近くを物件費が占めており、この内訳としては、ごみ処理業務にかかる委託料及び消耗品費が主な費目となっています。ま
た、25％以上ある補助費等のほとんどが東京たま広域資源循環組合への負担金であり、焼却灰を同組合に搬入するために処理量等に応じて組
合員が負担するものです。
使用料及手数料のほとんどは、清掃工場にごみを搬入される方の廃棄物処理手数料で、その他の4.4％の内訳はごみの中の資源物やごみ焼却
により発電した電気を売却したことによる収入などがあります。このように、事業費の1/4程度を業務活動による収入でまかなっている状態です。

補助費等については、灰の処理のためにどうしても必要であり、固定費と考えられます。意思決定により変動可能な委託料や人件費の見直しが検
討課題となりますが、業務によって人員配置を手厚くする部分と委託でも対応可能な部分の見極めを的確に行うことが重要となります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 2,217,767
一般財源充当調整額 2,217,767

財務活動支出 23,870

人件費
18.3%

物件費
38.4%維持補修費

2.6%

補助費等
26.7%

減価償却費
11.9%

その他
2.1%

市負担
70.0%

使用料及手数
料

19.9%

都支出金
5.7%

その他
4.4%

73.7%

15.9%

51.4%

51.6%

51.7%

50.9%

71.1%

12.8%
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2011年度 2012年度

所管施設全体

町田リサイクル文化セン
ター

リレーセンターみなみ

町田市剪定枝資源化セ
ンター（小野路）

　個別の資産ごとの老朽化比率を把握することができます。

　コスト分析を行うことにより、変動費、固定費を
分解するなどのきめ細やかな分析が可能となりま
す。

補助費等については、灰の処理のためにどうしても必
要であり、固定費と考えられます。意思決定により変
動可能な委託料や人件費の見直しが検討課題となりま
すが、業務によって人員配置を手厚くする部分と委託
でも対応可能な部分の見極めを的確に行うことが重要
となります。

行政費用のうち40％近くを物件費が占めており、この内訳として
は、ごみ処理業務にかかる委託料及び消耗品費が主な費目となっ
ています。また、25％以上ある補助費等のほとんどが東京たま広
域資源循環組合への負担金であり、焼却灰を同組合に搬入するた
めに処理量等に応じて組合員が負担するものです。
使用料及手数料のほとんどは、清掃工場にごみを搬入される方の
廃棄物処理手数料で、その他の4.4％の内訳はごみの中の資源物や
ごみ焼却により発電した電気を売却したことによる収入などがあ
ります。このように、事業費の1/4程度を業務活動による収入でま
かなっている状態です。

　費用の性質別割合を分析することで、事業のコスト構造を
把握することができます。また財務改善にあたって注目する
べき科目を把握することができます。

　実は減価償却費がコストの多くの割合（11.9％）
を占めていることがわかります。

3,482,821
0

49,936
23,305

414,970
0

930,736
0

91,271
0

635,931

1,336,672
35,890

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料 992,286

固定費

変動費

73.7%

15.9%

51.4%

51.6%

51.7%

50.9%

71.1%

12.8%
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所管施設全体

町田リサイクル文化セン

ター

リレーセンターみなみ

町田市剪定枝資源化セ

ンター（小野路）

▽資産老朽化比率の推移

人件費

18.3%

物件費

38.4%維持補修費

2.6%

補助費等

26.7%

減価償却費

11.9%

その他

2.1%

平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.３７４参照
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事例③　道路維持事業
平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.４０４参照

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

事業類型 a 施設所管型

2橋の橋梁
補修

橋梁の管理計画に基づき2018年度までに25橋の橋梁
補修を実施することを目標としています。

事業概要

(1)　道路及び橋梁の直営工事の計画、調査及び施工を行います。
(2)　道路及び橋梁の要望の受付、調査及び応急処理を行います。
(3)　道路の清掃委託及び清掃業務を行います。
(4)　道路及び橋梁等の災害復旧工事を行います。
(5)　道路及び橋梁の保全状況の巡視及び点検を行います。
(6)　道路及び橋梁の維持補修工事の計画、調査、設計及び施工を行います。
(7)　私道整備等に係る原材料支給を行います。
(8)　車両及び機械器具の維持管理を行います。
(9)　町田バスターミナル、原町田自由通路及びJRこ線橋の維持補修を行います。
(10)　街路樹の施工及び管理を行います。
(11)　開発行為等における街路樹の協議、指導及び検査を行います。

橋
2橋の橋梁
補修

1橋の橋梁
補修

4橋の橋梁
補修工事設
計

年間約4～5千件の要望をお受けし、高い対応完了率を
達成しています。

95

歳出目名 道路維持費道路補修課主管課名

95

建設部

364,253

橋梁の計画的補修

単位 2011年度 2012年度

94 91

364,253

定量的な成果の説明2013年度

B-A

定性的
な成果

◆大規模災害に備えた行動マニュアルの整備について
　☆2011年度は、新庁舎移転を踏まえた災害時行動マニュアルの「初動対応」を作成しました。
　☆2012年度は、台風や大雨等に対する行動マニュアルを検討しました。
　☆災害時等の非常時に備えて、職員の参集・配備体制やパトロール体制、パトロール路線一覧等を整理しました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

部局名

差額

組織の
ミッション

道路補修課のミッションは、道路等を、迅速かつ確実な維持補修作業をすることで常時良好な状態に保ち、利用者に対し、安全・安
心で快適に通行できる環境を提供することです。また、災害時等に、迅速に道路等の復旧を図り、最低限の市民生活を維持できる
ようにすることです。

指標名 2016年度

道路補修課の要望対応
の完了率

％

2012年度

地方税
国庫支出金

0

その他
行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

0
11,000 11,000

7,780
0 0

7,780

0
0 0
0

3,285 3,285
22,065 22,065

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

326,113 326,113

391,898 391,898
7,535 7,535

556,642 556,642
0 0

2,119 2,119
0 0

205,283 205,283
0 0

11,818 11,818
53,345 53,345

0 0
1,547,218 1,547,218

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 1,525,153 △ 1,525,153

0 0
30,700 30,700

△ 30,700 △ 30,700
△ 1,555,853 △ 1,555,853

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

22,054 22,054

△ 1,577,907

△ 22,054 △ 22,054

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

維持補修費
道路応急修繕（単価契約）429,592千円など

物件費
主として委託料364,253千円（道路清掃業務
委託51,592千円、産業廃棄物処理業務委託
17,815千円など）。

特別費用（その他）
過年度損益修正損22,054千円。

インフラ資産(工作物）

増減理由

建設仮勘定からの振替による1,329,288千円
（路面、橋梁、ペデストリアンデッキ）の増加。
減価償却による206,531千円の減少。

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 地方債

増減理由

地方債の償還による212,088千円の減少。

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

その他

建設仮勘定

増減理由

西１号デッキ耐震補強工事、清風橋橋梁補修
工事の完了による82,927千円の減少。西１号
デッキエレベーター設置工事の開始による
46,988千円の増加。

△ 1,577,907

22,054 22,054

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽資産老朽化比率および維持補修費の推移

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

・道路維持費は維持補修費が行政費用の36％の556,642千円と大きな割合を占める財務構造となっています。
・保有資産は道路舗装、橋梁、ペデストリアンデッキ、トンネル、横断歩道橋などの工作物が主なものであり、約1,112億円の道路資産を有してい
ます。
・道路維持にあたって発行した地方債の償還の負担が生じています。
・資産老朽化比率には表れませんが、取替資産（道路舗装）の老朽化も進行していきます。

・道路施設の老朽化が進行することにより、将来、数多くの施設において一斉更新を必要とする時期が到来します。そのため、複数年にわたって
多額の経費が必要となります。
・一時期に多額の維持補修費が集中することを防ぐためには、現在は一部施設（橋梁）だけで行っている予防保全型管理を、全ての施設確実に
行う必要があり、そのための予算確保が課題となります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 1,611,833
一般財源充当調整額 1,611,833

財務活動支出 306,088
財務活動収支差額(c) △ 212,088

行政サービス活動支出 1,349,078 社会資本整備等投資活動支出 166,155
行政サービス活動収支差額(a) △ 1,328,240 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 71,505

財務活動収入 94,000
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 20,838 社会資本整備等投資活動収入 94,650
勘定科目

負債及び純資産の部合計 110,636,020 111,703,259

金額

1,067,239資産の部合計 110,636,020 111,703,259 1,067,239
純資産の部合計 107,700,024 108,955,794 1,255,770その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 82,927 46,988 △ 35,939
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 5,461 1,386 △ 4,075

無形固定資産 　　　 0 0 0
111,214,686 1,122,757

△ 188,531
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 107,700,024 108,955,794 1,255,770

0 0
イ
ン
フ

ラ
資
産

有形固定資産 110,091,929 111,214,686 1,122,757 負債の部合計 2,935,996

0 0 0

2,747,465
0

工作物 　　　　　 0 0 0

21,544
438,972 △ 16,731 その他 0 0 0

2,354,805 2,192,823 △ 161,982
土地 　　　　　　　 0 0 0 退職手当引当金　　 265,298 286,842

110,091,929

438,972 △ 16,731 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 455,703

建物 　　　　　　　 455,703

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　

固定負債 2,620,103 2,479,665 △ 140,438その他 0 0 0
その他 0 0

△ 50,106
賞与引当金　　　　　 9,805 11,818 2,013

0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0 地方債　　　　　　　　 306,088 255,982

△ 48,093
未収金 　　　　　　　　　 0 1,227 1,227 還付未済金　　　　　 0 0 0

0 流動負債 315,893 267,800
流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-ＡＢ-Ａ

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

2

嘱託 臨時

0.0

8 1.0

内
訳

道路補修課管理事務 6.0 0.0 2.0 1.0 0.0

1.0

1.0
道路維持補修事業 18.0 1.0 3.0 1.0 8.0 0.0
道路補修の計画、設計及び施工事務 11.0

歳出目 合計

0.0

35 1 6

0.0 0.0

人件費
21.1%

物件費
25.3%維持補修費

36.0%

補助費等
0.1%

減価償却費
13.3%

その他
4.2%

国庫支出金
0.7%

市負担
98.6%

都支出金
0.5%

その他
0.2%

432 457 484 809

37.1%

45.8%

88.1%

52.9%
49.0%

26.9% 28.2%
29.5%

41.5%

41.0%

55.7%

41.6%
40.1%

34.7% 35.4%

51.7%
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900

維持補修費

所管施設（建物）

トンネル

ペデストリアンデッキ

橋梁

百万円

　保全すべきインフラ資産の規模と保全する
ためのランニングコスト、またそのコスト構
造が明らかになっています。

364,253

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額

326,113

391,898
7,535

556,642
0

2,119
0

205,283
0

11,818
53,345

0
1,547,218

無形固定資産　　　　 0 0
111,214,686

土地　　　　　　　　 0 0

イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産 110,091,929 111,214,686

110,091,929工作物　　　　　　

道路の路面

　将来負担を見越した保全計画を作成すること
ができます。

・道路施設の老朽化が進行することにより、将来、
数多くの施設において一斉更新を必要とする時期が
到来します。そのため、複数年にわたって多額の経
費が必要となります。
・一時期に多額の維持補修費が集中することを防ぐ
ためには、現在は一部施設（橋梁）だけで行ってい
る予防保全型管理を、全ての施設確実に行う必要が
あり、そのための予算確保が課題となります。

　多くのコストを占めている人件費について、より詳細な検討
を行うことができます。

▽事業に関わる人員 （単位:人）

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

2

嘱託 臨時

0.0

8 1.0

内
訳

道路補修課管理事務 6.0 0.0 2.0 1.0 0.0

1.0

1.0
道路維持補修事業 18.0 1.0 3.0 1.0 8.0 0.0
道路補修の計画、設計及び施工事務 11.0

歳出目 合計

0.0

35 1 6

0.0 0.0

　インフラ資産の老朽化比率、維持補修費の推移、
将来の維持補修費の必要額がわかります。

432 457 484 809
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41.0%

55.7%

41.6%
40.1%
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将来想定
される維
持補修費

ランニング
コスト

人件費

21.1%

物件費

25.3%維持補修費

36.0%

補助費等

0.1%

減価償却費

13.3%

その他

4.2%

▽行政費用の性質別割合

コスト構造
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事例③　道路維持事業
平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.４０４参照

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

事業類型 a 施設所管型

2橋の橋梁
補修

橋梁の管理計画に基づき2018年度までに25橋の橋梁
補修を実施することを目標としています。

事業概要

(1)　道路及び橋梁の直営工事の計画、調査及び施工を行います。
(2)　道路及び橋梁の要望の受付、調査及び応急処理を行います。
(3)　道路の清掃委託及び清掃業務を行います。
(4)　道路及び橋梁等の災害復旧工事を行います。
(5)　道路及び橋梁の保全状況の巡視及び点検を行います。
(6)　道路及び橋梁の維持補修工事の計画、調査、設計及び施工を行います。
(7)　私道整備等に係る原材料支給を行います。
(8)　車両及び機械器具の維持管理を行います。
(9)　町田バスターミナル、原町田自由通路及びJRこ線橋の維持補修を行います。
(10)　街路樹の施工及び管理を行います。
(11)　開発行為等における街路樹の協議、指導及び検査を行います。

橋
2橋の橋梁
補修

1橋の橋梁
補修

4橋の橋梁
補修工事設
計

年間約4～5千件の要望をお受けし、高い対応完了率を
達成しています。

95

歳出目名 道路維持費道路補修課主管課名

95

建設部

364,253

橋梁の計画的補修

単位 2011年度 2012年度

94 91

364,253

定量的な成果の説明2013年度

B-A

定性的
な成果

◆大規模災害に備えた行動マニュアルの整備について
　☆2011年度は、新庁舎移転を踏まえた災害時行動マニュアルの「初動対応」を作成しました。
　☆2012年度は、台風や大雨等に対する行動マニュアルを検討しました。
　☆災害時等の非常時に備えて、職員の参集・配備体制やパトロール体制、パトロール路線一覧等を整理しました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

部局名

差額

組織の
ミッション

道路補修課のミッションは、道路等を、迅速かつ確実な維持補修作業をすることで常時良好な状態に保ち、利用者に対し、安全・安
心で快適に通行できる環境を提供することです。また、災害時等に、迅速に道路等の復旧を図り、最低限の市民生活を維持できる
ようにすることです。

指標名 2016年度

道路補修課の要望対応
の完了率

％

2012年度

地方税
国庫支出金

0

その他
行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

0
11,000 11,000

7,780
0 0

7,780

0
0 0
0

3,285 3,285
22,065 22,065

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

326,113 326,113

391,898 391,898
7,535 7,535

556,642 556,642
0 0

2,119 2,119
0 0

205,283 205,283
0 0

11,818 11,818
53,345 53,345

0 0
1,547,218 1,547,218

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 1,525,153 △ 1,525,153

0 0
30,700 30,700

△ 30,700 △ 30,700
△ 1,555,853 △ 1,555,853

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

22,054 22,054

△ 1,577,907

△ 22,054 △ 22,054

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

維持補修費
道路応急修繕（単価契約）429,592千円など

物件費
主として委託料364,253千円（道路清掃業務
委託51,592千円、産業廃棄物処理業務委託
17,815千円など）。

特別費用（その他）
過年度損益修正損22,054千円。

インフラ資産(工作物）

増減理由

建設仮勘定からの振替による1,329,288千円
（路面、橋梁、ペデストリアンデッキ）の増加。
減価償却による206,531千円の減少。

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 地方債

増減理由

地方債の償還による212,088千円の減少。

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

その他

建設仮勘定

増減理由

西１号デッキ耐震補強工事、清風橋橋梁補修
工事の完了による82,927千円の減少。西１号
デッキエレベーター設置工事の開始による
46,988千円の増加。

△ 1,577,907

22,054 22,054

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽資産老朽化比率および維持補修費の推移

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

・道路維持費は維持補修費が行政費用の36％の556,642千円と大きな割合を占める財務構造となっています。
・保有資産は道路舗装、橋梁、ペデストリアンデッキ、トンネル、横断歩道橋などの工作物が主なものであり、約1,112億円の道路資産を有してい
ます。
・道路維持にあたって発行した地方債の償還の負担が生じています。
・資産老朽化比率には表れませんが、取替資産（道路舗装）の老朽化も進行していきます。

・道路施設の老朽化が進行することにより、将来、数多くの施設において一斉更新を必要とする時期が到来します。そのため、複数年にわたって
多額の経費が必要となります。
・一時期に多額の維持補修費が集中することを防ぐためには、現在は一部施設（橋梁）だけで行っている予防保全型管理を、全ての施設確実に
行う必要があり、そのための予算確保が課題となります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 1,611,833
一般財源充当調整額 1,611,833

財務活動支出 306,088
財務活動収支差額(c) △ 212,088

行政サービス活動支出 1,349,078 社会資本整備等投資活動支出 166,155
行政サービス活動収支差額(a) △ 1,328,240 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 71,505

財務活動収入 94,000
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 20,838 社会資本整備等投資活動収入 94,650
勘定科目

負債及び純資産の部合計 110,636,020 111,703,259

金額

1,067,239資産の部合計 110,636,020 111,703,259 1,067,239
純資産の部合計 107,700,024 108,955,794 1,255,770その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 82,927 46,988 △ 35,939
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 5,461 1,386 △ 4,075

無形固定資産 　　　 0 0 0
111,214,686 1,122,757

△ 188,531
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 107,700,024 108,955,794 1,255,770

0 0
イ
ン
フ

ラ
資
産

有形固定資産 110,091,929 111,214,686 1,122,757 負債の部合計 2,935,996

0 0 0

2,747,465
0

工作物 　　　　　 0 0 0

21,544
438,972 △ 16,731 その他 0 0 0

2,354,805 2,192,823 △ 161,982
土地 　　　　　　　 0 0 0 退職手当引当金　　 265,298 286,842

110,091,929

438,972 △ 16,731 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 455,703

建物 　　　　　　　 455,703

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　

固定負債 2,620,103 2,479,665 △ 140,438その他 0 0 0
その他 0 0

△ 50,106
賞与引当金　　　　　 9,805 11,818 2,013

0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0 地方債　　　　　　　　 306,088 255,982

△ 48,093
未収金 　　　　　　　　　 0 1,227 1,227 還付未済金　　　　　 0 0 0

0 流動負債 315,893 267,800
流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-ＡＢ-Ａ

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

2

嘱託 臨時

0.0

8 1.0

内
訳

道路補修課管理事務 6.0 0.0 2.0 1.0 0.0

1.0

1.0
道路維持補修事業 18.0 1.0 3.0 1.0 8.0 0.0
道路補修の計画、設計及び施工事務 11.0

歳出目 合計

0.0

35 1 6

0.0 0.0

人件費
21.1%

物件費
25.3%維持補修費

36.0%

補助費等
0.1%

減価償却費
13.3%

その他
4.2%

国庫支出金
0.7%

市負担
98.6%

都支出金
0.5%

その他
0.2%

432 457 484 809

37.1%

45.8%

88.1%

52.9%
49.0%

26.9% 28.2%
29.5%

41.5%

41.0%

55.7%

41.6%
40.1%

34.7% 35.4%

51.7%
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維持補修費

所管施設（建物）

トンネル

ペデストリアンデッキ

橋梁

百万円

　保全すべきインフラ資産の規模と保全する
ためのランニングコスト、またそのコスト構
造が明らかになっています。

364,253

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額

326,113

391,898
7,535

556,642
0

2,119
0

205,283
0

11,818
53,345

0
1,547,218

無形固定資産　　　　 0 0
111,214,686

土地　　　　　　　　 0 0

イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産 110,091,929 111,214,686

110,091,929工作物　　　　　　

道路の路面

　将来負担を見越した保全計画を作成すること
ができます。

・道路施設の老朽化が進行することにより、将来、
数多くの施設において一斉更新を必要とする時期が
到来します。そのため、複数年にわたって多額の経
費が必要となります。
・一時期に多額の維持補修費が集中することを防ぐ
ためには、現在は一部施設（橋梁）だけで行ってい
る予防保全型管理を、全ての施設確実に行う必要が
あり、そのための予算確保が課題となります。

　多くのコストを占めている人件費について、より詳細な検討
を行うことができます。

▽事業に関わる人員 （単位:人）

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

2

嘱託 臨時

0.0

8 1.0

内
訳

道路補修課管理事務 6.0 0.0 2.0 1.0 0.0

1.0

1.0
道路維持補修事業 18.0 1.0 3.0 1.0 8.0 0.0
道路補修の計画、設計及び施工事務 11.0

歳出目 合計

0.0

35 1 6

0.0 0.0

　インフラ資産の老朽化比率、維持補修費の推移、
将来の維持補修費の必要額がわかります。

432 457 484 809
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ランニング
コスト

人件費

21.1%

物件費

25.3%維持補修費

36.0%

補助費等

0.1%

減価償却費

13.3%

その他

4.2%

▽行政費用の性質別割合

コスト構造
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事例④　室内プール事業

特定事業別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

事業類型

2012 246,833 1,126 室内プール利用者１人あたり１，１２６円のコストがかかっています。ただし、利用
者数に水泳大会の開催に伴う大会参加者、指定管理者が実施する自主事業の
イベント参加者が含まれています。

327

181,273
16,983

0

60,131

152

決算額の
主な内訳0 0

0 0

0

263,593 246,833

勘定科目

250,000
室内プールの利用者数。一般利用者のほか水泳大会
開催に伴う大会参加者、指定管理者が実施する自主事
業のイベント参加者が含まれています。

250,000

物件費

室内プール利用者数 人

その他

地方税

181,273

差額2012年度
B-A

0 0
0

0

事業目的
町田市立室内プール施設と、付属設備の維持管理を適切に行います。
市民が気軽にスポーツ（する）を楽しむ場を提供します。

指標名 2016年度単位 2011年度 2012年度 定量的な成果の説明2013年度

主管課名

定性的
な成果

◆２０１２年度の春と秋にプール祭りを実施し、各４０００人を上回る来場者がありました。

勘定科目
A B

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

0

00
0 0

0 0
人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

3,912 3,912
194,719 194,719

16,983
0 0

0
0 0

60,131
0 0

152
2,102 2,102

0 0
277,999 277,999

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 277,999 △ 277,999
0 0
0 0
0 0

△ 277,999 △ 277,999
0 0
0 0
0 0

△ 277,999
0 0

△ 277,999

建物

増減理由

室内プールの建物の減価償却に伴う減額
60,131千円

勘定科目

指定管理料181,273千円、駐車場用地借上
料11,065千円　など

維持補修費
室内プール真空・給水ポンプ更新工事
3,750千円
室内プール高圧受電用区分開閉器更新工事
1,347千円　など

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

不納欠損額

0 0
その他 0

0 0

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目
特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損 0 0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目

増減理由特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

0

室内プールの１日
あたりのコスト

日
2012

室内プール事業

文化スポーツ振興部部局名

スポーツ振興課 歳出目名 スポーツ振興費 事業名
1　施設運営受益者負担型

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 分析内容

増減理由

850,150

室内プール利用者
１人あたりのコスト

人

室内プールを開館すると１日あたり８５０，１５０円のコストがかかっています。

2012

◆貸借対照表 （単位:千円）

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用料金収入と利用状況の推移
▽施設の概況

利用料金収入に駐車場料金は含まれていない。
駐車場料金を含んだ場合の受益者負担の割合は
２３．７％となります。

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

受益者負担の割合

　町田市立室内プールは、指定管理者制度を導入しており、施設運営の人件費は指定管理料に含まれています。そのため、行政費用のうち人
件費の割合が極端に少なく、物件費の割合が多くなる特徴があります。また、利用料金が指定管理者の収入になる利用料金制度を採用している
ため、利用料金収入が市の歳入に計上されないことも特徴です。また、有形固定資産１８億円のうち、建物資産１６億円を有する施設中心の事
業であり、減価償却費の割合が大きくなっています。
　行政費用のうち物件費が７０％を超えていますが、これは指定管理料のほか駐車場の賃貸借契約が影響しています。
　指定管理者から提出された２０１２年度の事業報告書によると、利用料金収入が約４，０００千円減、利用者数が約１６，０００人減となっていま
す。

　建物資産の老朽化比率が４６．１％と高い水準となっています。現在、施設では雨漏りや結露による腐食が発生しており維持管理の対応に苦慮
していますが、これから更に維持管理経費の増加が見込まれます。今後、施設の長寿命化を図るための検討を具体的に行っていく必要がありま
す。また、建替更新を行う際には、民間の類似サービス施設との差別化や施設のあり方を検討する必要があります。
　また、利用料金については指定管理者の収支管理のモニタリングを行い、指定管理料が適正かどうか管理していく必要があります。利用者数及
び利用料金が前年度比で減っていることについて、２０１２年度から実施した駐車場の有料化が少なからず影響していると思われますが、２０１３
年度の実績に注視していく必要があります。
　受益者負担の割合が現在１７．７％となっており、当施設の受益者負担について分析を行っていく必要があります。

負債及び純資産の部合計 1,884,741 1,824,610 △ 60,131資産の部合計 1,884,741 1,824,610 △ 60,131
純資産の部合計 1,882,843 1,820,759 △ 62,084その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

純資産 1,882,843 1,820,759
工作物 　　　　　 0

負債の部合計 1,8980 0
土地 　　　　　　　 0 0

0

△ 62,084

0 0
1,9533,851

0 0
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

0 0 0
退職手当引当金　　 1,830 3,699 1,869

0

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

201,069 0
1,623,541 △ 60,131

1,824,610 △ 60,131
土地 　　　　　　　 201,069

0
0

1,869
0
0 固定負債 1,830 3,699

その他 0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 1,884,741

建物 　　　　　　　 1,683,672

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産

0

0
賞与引当金　　　　　 68 152 84

0

地方債　　　　　　　　 0 0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0

84
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0流

動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

その他 0 0

流動負債
Ｂ-Ａ

68 1520
Ａ Ｂ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

利用料金収入

臨時
(短時間)

施設の名称
建設年月日

特定事業 合計 0.043 0.0 0.05

取得価額
減価償却累計額
利用者数 246,833人

0.05 0 0
0.0
0

0.0 0.0

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託
(フルタイム)

0.043 0

17.7%

町田市立室内プール
1989年10月2日
3,006,556,680円
1,383,016,060円

43,088,350円

内
訳

室内プール管理事務

人件費
1.4%

物件費
70.0%

維持補修費
6.1%

減価償却費
21.6%

その他
0.8%

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

235,000人

240,000人

245,000人

250,000人

255,000人

260,000人

265,000人

270,000人

275,000人

利用料金収入

利用者数

　単位あたりのコスト分析を行うことで、民間類似サー
ビスとの比較も含めた今後の事業のあり方の検討を行う
ことができます。

◆単位あたりコスト分析 ※

2012 246,833 1,126

327
室内プールの１日
あたりのコスト

日
2012

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト

850,150

室内プール利用者
１人あたりのコスト

人

　利用料金制（市に直接利用料金が入らないもの）であって
も、受益者負担の割合を検討することができます。

▽施設の概況

受益者負担の割合

利用料金収入

施設の名称
建設年月日
取得価額
減価償却累計額
利用者数 246,833人

17.7%

町田市立室内プール
1989年10月2日
3,006,556,680円
1,383,016,060円

43,088,350円

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

235,000人

240,000人

245,000人

250,000人

255,000人

260,000人

265,000人

270,000人

275,000人

利用料金収入

利用者数

　利用状況を分析することで、今後の財務上の課題を整理
することができます。

　コスト分析を行うことにより、建物の老朽化対策や指定管理委託料の適
正化が財務上の課題であることがわかります。

・建物資産の老朽化比率が４６．１％と高い水準となっています。現在、施設では雨
漏りや結露による腐食が発生しており維持管理の対応に苦慮していますが、これから
更に維持管理経費の増加が見込まれます。今後、施設の長寿命化を図るための検討を
具体的に行っていく必要があります。また、建替更新を行う際には、民間の類似サー
ビス施設との差別化や施設のあり方を検討する必要があります。
　また、利用料金については指定管理者の収支管理のモニタリングを行い、指定管理
料が適正かどうか管理していく必要があります。利用者数及び利用料金が前年度比で
減っていることについて、２０１２年度から実施した駐車場の有料化が少なからず影
響していると思われますが、２０１３年度の実績に注視していく必要があります。
　受益者負担の割合が現在１７．７％となっており、当施設の受益者負担について分
析を行っていく必要があります。

　指定管理委託料のほか市が負担しているコスト
（調整のための人件費、維持補修費、減価償却費な
ど）があることが明らかになります。

181,273
16,983

0

60,131

152

人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

3,912
194,719

0

0

0

2,102
0

277,999

指定管理
委託料

市が負担して
いるコスト

平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.２６０参照
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事例④　室内プール事業

特定事業別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

事業類型

2012 246,833 1,126 室内プール利用者１人あたり１，１２６円のコストがかかっています。ただし、利用
者数に水泳大会の開催に伴う大会参加者、指定管理者が実施する自主事業の
イベント参加者が含まれています。

327

181,273
16,983

0

60,131

152

決算額の
主な内訳0 0

0 0

0

263,593 246,833

勘定科目

250,000
室内プールの利用者数。一般利用者のほか水泳大会
開催に伴う大会参加者、指定管理者が実施する自主事
業のイベント参加者が含まれています。

250,000

物件費

室内プール利用者数 人

その他

地方税

181,273

差額2012年度
B-A

0 0
0

0

事業目的
町田市立室内プール施設と、付属設備の維持管理を適切に行います。
市民が気軽にスポーツ（する）を楽しむ場を提供します。

指標名 2016年度単位 2011年度 2012年度 定量的な成果の説明2013年度

主管課名

定性的
な成果

◆２０１２年度の春と秋にプール祭りを実施し、各４０００人を上回る来場者がありました。

勘定科目
A B

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

0

00
0 0

0 0
人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

3,912 3,912
194,719 194,719

16,983
0 0

0
0 0

60,131
0 0

152
2,102 2,102

0 0
277,999 277,999

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 277,999 △ 277,999
0 0
0 0
0 0

△ 277,999 △ 277,999
0 0
0 0
0 0

△ 277,999
0 0

△ 277,999

建物

増減理由

室内プールの建物の減価償却に伴う減額
60,131千円

勘定科目

指定管理料181,273千円、駐車場用地借上
料11,065千円　など

維持補修費
室内プール真空・給水ポンプ更新工事
3,750千円
室内プール高圧受電用区分開閉器更新工事
1,347千円　など

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

不納欠損額

0 0
その他 0

0 0

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目
特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損 0 0

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目

増減理由特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

0

室内プールの１日
あたりのコスト

日
2012

室内プール事業

文化スポーツ振興部部局名

スポーツ振興課 歳出目名 スポーツ振興費 事業名
1　施設運営受益者負担型

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 分析内容

増減理由

850,150

室内プール利用者
１人あたりのコスト

人

室内プールを開館すると１日あたり８５０，１５０円のコストがかかっています。

2012

◆貸借対照表 （単位:千円）

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用料金収入と利用状況の推移
▽施設の概況

利用料金収入に駐車場料金は含まれていない。
駐車場料金を含んだ場合の受益者負担の割合は
２３．７％となります。

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

受益者負担の割合

　町田市立室内プールは、指定管理者制度を導入しており、施設運営の人件費は指定管理料に含まれています。そのため、行政費用のうち人
件費の割合が極端に少なく、物件費の割合が多くなる特徴があります。また、利用料金が指定管理者の収入になる利用料金制度を採用している
ため、利用料金収入が市の歳入に計上されないことも特徴です。また、有形固定資産１８億円のうち、建物資産１６億円を有する施設中心の事
業であり、減価償却費の割合が大きくなっています。
　行政費用のうち物件費が７０％を超えていますが、これは指定管理料のほか駐車場の賃貸借契約が影響しています。
　指定管理者から提出された２０１２年度の事業報告書によると、利用料金収入が約４，０００千円減、利用者数が約１６，０００人減となっていま
す。

　建物資産の老朽化比率が４６．１％と高い水準となっています。現在、施設では雨漏りや結露による腐食が発生しており維持管理の対応に苦慮
していますが、これから更に維持管理経費の増加が見込まれます。今後、施設の長寿命化を図るための検討を具体的に行っていく必要がありま
す。また、建替更新を行う際には、民間の類似サービス施設との差別化や施設のあり方を検討する必要があります。
　また、利用料金については指定管理者の収支管理のモニタリングを行い、指定管理料が適正かどうか管理していく必要があります。利用者数及
び利用料金が前年度比で減っていることについて、２０１２年度から実施した駐車場の有料化が少なからず影響していると思われますが、２０１３
年度の実績に注視していく必要があります。
　受益者負担の割合が現在１７．７％となっており、当施設の受益者負担について分析を行っていく必要があります。

負債及び純資産の部合計 1,884,741 1,824,610 △ 60,131資産の部合計 1,884,741 1,824,610 △ 60,131
純資産の部合計 1,882,843 1,820,759 △ 62,084その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

純資産 1,882,843 1,820,759
工作物 　　　　　 0

負債の部合計 1,8980 0
土地 　　　　　　　 0 0

0

△ 62,084

0 0
1,9533,851

0 0
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

0 0 0
退職手当引当金　　 1,830 3,699 1,869

0

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

201,069 0
1,623,541 △ 60,131

1,824,610 △ 60,131
土地 　　　　　　　 201,069

0
0

1,869
0
0 固定負債 1,830 3,699

その他 0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 1,884,741

建物 　　　　　　　 1,683,672

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産

0

0
賞与引当金　　　　　 68 152 84

0

地方債　　　　　　　　 0 0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0

84
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0流

動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

その他 0 0

流動負債
Ｂ-Ａ

68 1520
Ａ Ｂ

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

利用料金収入

臨時
(短時間)

施設の名称
建設年月日

特定事業 合計 0.043 0.0 0.05

取得価額
減価償却累計額
利用者数 246,833人

0.05 0 0
0.0
0

0.0 0.0

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託
(フルタイム)

0.043 0

17.7%

町田市立室内プール
1989年10月2日
3,006,556,680円
1,383,016,060円

43,088,350円

内
訳

室内プール管理事務

人件費
1.4%

物件費
70.0%

維持補修費
6.1%

減価償却費
21.6%

その他
0.8%

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

235,000人

240,000人

245,000人

250,000人

255,000人

260,000人

265,000人

270,000人

275,000人

利用料金収入

利用者数

　単位あたりのコスト分析を行うことで、民間類似サー
ビスとの比較も含めた今後の事業のあり方の検討を行う
ことができます。

◆単位あたりコスト分析 ※

2012 246,833 1,126

327
室内プールの１日
あたりのコスト

日
2012

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト

850,150

室内プール利用者
１人あたりのコスト

人

　利用料金制（市に直接利用料金が入らないもの）であって
も、受益者負担の割合を検討することができます。

▽施設の概況

受益者負担の割合

利用料金収入

施設の名称
建設年月日
取得価額
減価償却累計額
利用者数 246,833人

17.7%

町田市立室内プール
1989年10月2日
3,006,556,680円
1,383,016,060円

43,088,350円

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

235,000人

240,000人

245,000人

250,000人

255,000人

260,000人

265,000人

270,000人

275,000人

利用料金収入

利用者数

　利用状況を分析することで、今後の財務上の課題を整理
することができます。

　コスト分析を行うことにより、建物の老朽化対策や指定管理委託料の適
正化が財務上の課題であることがわかります。

・建物資産の老朽化比率が４６．１％と高い水準となっています。現在、施設では雨
漏りや結露による腐食が発生しており維持管理の対応に苦慮していますが、これから
更に維持管理経費の増加が見込まれます。今後、施設の長寿命化を図るための検討を
具体的に行っていく必要があります。また、建替更新を行う際には、民間の類似サー
ビス施設との差別化や施設のあり方を検討する必要があります。
　また、利用料金については指定管理者の収支管理のモニタリングを行い、指定管理
料が適正かどうか管理していく必要があります。利用者数及び利用料金が前年度比で
減っていることについて、２０１２年度から実施した駐車場の有料化が少なからず影
響していると思われますが、２０１３年度の実績に注視していく必要があります。
　受益者負担の割合が現在１７．７％となっており、当施設の受益者負担について分
析を行っていく必要があります。

　指定管理委託料のほか市が負担しているコスト
（調整のための人件費、維持補修費、減価償却費な
ど）があることが明らかになります。

181,273
16,983

0

60,131

152

人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

3,912
194,719

0

0

0

2,102
0

277,999

指定管理
委託料

市が負担して
いるコスト

平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.２６０参照
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事例⑤　３Ｒ推進事業

歳出目別財務諸表

Ⅰ.

Ⅱ.
◆行政

事業概

資源物回

市民一人
資源量

定性的
な成

部局

組織
ミッシ

ごみ・

行
政
収
入

行
政
費
用

行政

通常

特別収支

金融収入
金融費用
金融

当期収支

特
別
収
入

特
別
費
用

事業の成果

財務情報
コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

事業類型 c その他

30,151
行政回収量及び集団回収量

要

・３Ｒ意識の普及啓発事業　　　　　　　　　　・「資源とごみの出し方」発行　　　　　　　　・家庭用生ごみ処理機購入費補助事業
・家庭ごみ・資源物の収集運搬事業　　　　　　・資源とごみの収集カレンダー発行　　　　　　・地域資源化事業
・廃棄物減量等推進員（ごみ減量ｻﾎﾟｰﾀｰ）事業　・情報誌「ごみナクナーレ」発行　　　　　　　・リサイクル推進店事業
・ごみ集積所の設置管理事業　　　　　　　　　・指定収集袋の製造・販売事業
・収集車両の維持管理　　　　　　　　　　　　・リサイクル広場事業
・大型生ごみ処理機の貸与事業　　　　　　　　・イベントごみ減量支援事業

ｔ 30,445 29,024 30,689

ごみや資源物を運搬した量（収集量）
87,157

歳出目名 ３Ｒ推進費３Ｒ推進課主管課名

85,629

環境資源部

1,557,677

収量

単位 2011年度 2012年度

88,662 87,200

1,557,677

市民が排出した、一人一日あたりのごみと資源の量

定量的な成果の説明

一日あたりごみ・
ｇ 762 756 755 742

2013年度

B-A

果

◆出前講座によって5,885名、イベント参加によって7,871名の市民に、３Ｒ意識普及に向けたご案内をしました。
◆市民、市民団体、事業者の３Ｒ普及促進に向けた取組みを支援するため、活動を紹介する情報紙を2回発行したほか、4団体と取組
み支援の協定を締結しました。
◆生ごみ処理機等を利用され生ごみの資源化に取リ組まれる世帯が、新たに170世帯増加しました。また、一層の増加に向け、町田ブ
ランドの大型生ごみ処理機の共同開発に向け、協力協定を締結しました。
◆町内会・自治会等と、排出方法案内と持ち去り行為防止を目的とした早朝キャンペーンを3回実施しました。
◆市内の245事業所を訪問し、事業活動に伴って生じたごみの適正な処理方法をご案内しました。
◆不法投棄の防止のため夜間パトロールを4回実施しました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

名

差額

の
ョン

3R推進課のミッションは、わかりやすく情報をお伝えしたり、取組みやすい仕組みを作り、町田市内に3R（リデュース:ごみそのものを
減らす、リユース：繰り返し大切に使う、リサイクル：分別して資源にする ）意識を広め、誰もがごみの減量や資源化に取組む、環境に
配慮した町田市を実現することです。

指標名 2016年度

資源の収集量 ｔ

2012年度

地方税
国庫支出金

0

その他
行政収入 小計(a)

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

0
0 0

0
0 0
0

377,163
0 0

377,163

210,789 210,789
587,952 587,952

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額

751,107 751,107

1,652,734 1,652,734
47,765 47,765

2,184 2,184
0 0

108,598 108,598
0 0

18,133 18,133
0 0

27,075 27,075
42,943 42,943

0 0
2,602,774 2,602,774

収支差額 (a)-(b)=(c) △ 2,014,822 △ 2,014,822

0 0
191 191

△ 191 △ 191
△ 2,015,013 △ 2,015,013

450 450
0 0

450 450
0 0
0 0

0 0

△ 2,014,563

450 450

収支差額 (c)+(f)=(g)

使用料及手数料
廃棄物処理手数料（家庭ごみ・事業系ごみ処理手数
料739,042千円、粗大ごみ処理手数料50,320千
円、動物死体処理手数料1,410千円）※収入額
790,772千円のうち、413,609千円は基金へ充当

物件費
委託料1,557,677千円（可燃物・不燃物・資
源物収集運搬業務委託1,066百万円、指定
収集袋作製・配送・販売業務委託325,433千
円など）

補助費等
報償費102,625千円（地域資源化奨励金、廃
棄物減量等推進員謝礼）、負担金補助及び
交付金1,957千円（生ごみ処理機購入費補助
金他）など。

土地

増減理由

塵芥集積所の取得による7,676千円の増加。

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

 (d)
 (e)

収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

差額 (g)+(j)

勘定科目 建物

増減理由

南収集事務所の減価償却費3,807千円、リサ
イクル広場まちだの減価償却費587千円によ
る減少。

固定資産売却益
その他

その他

重要物品

増減理由

2トン塵芥収集車1台購入による7,213千円の
増加、車両の減価償却費13,738千円による
減少。

△ 2,014,563

0 0

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

ごみ・資源の収集量と人口の推移

３Ｒ推進費は、ごみ・資源物収集運搬委託料や指定収集袋の作製・配送・販売業務委託料などの物件費が約6割を占めています。また、人件費
として約3割を、残りの約1割は主に地域資源化奨励金や生ごみ処理機購入費補助金などの補助費等が占めています。
財源は、約8割を市の負担で賄っており、残りの約2割は家庭ごみ処理手数料などの使用料及び手数料収入及び、資源物売払代などの財産収
入となっています。

　ごみや資源物の収集委託や指定収集袋に関する物件費と、地域資源化奨励金などの補助費等の圧縮について検討の余地があります。ただ
し、検討にあたっては、事業の継続性の担保や事業実施による効果の低減を招かないよう留意する必要があります。
　また、今後のごみの一層の減量によって、家庭ごみ処理手数料などの使用料及び手数料収入の減少が予想されるため、2012年度に実施した
インターネットを活用したごみ収集車の売却などに加え、財源確保を検討する必要があります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 1,870,392
一般財源充当調整額 1,870,392

財務活動支出 8,631
財務活動収支差額(c) △ 3,631

行政サービス活動支出 2,611,786 社会資本整備等投資活動支出 7,214
行政サービス活動収支差額(a) △ 2,023,834 社会資本整備等投資活動収支差額(b) 157,073

財務活動収入 5,000
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 587,952 社会資本整備等投資活動収入 164,287
勘定科目

負債及び純資産の部合計 419,208 415,964

金額

△ 3,244資産の部合計 419,208 415,964 △ 3,244
純資産の部合計 △ 327,104 △ 299,762 27,342その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 32,575 26,050 △ 6,525

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

△ 30,586
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 △ 327,104 △ 299,762 27,342

0 0
イ
ン

フ
ラ

資
産

有形固定資産 0 0 0 負債の部合計 746,312

0 0 0

715,726
0

工作物 　　　　　 0 0 0

△ 28,682
101,798 △ 4,395 その他 0 0 0

26,512 22,892 △ 3,620
土地 　　　　　　　 280,440 288,116 7,676 退職手当引当金　　 685,821 657,139

0

389,914 3,281 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 386,633

建物 　　　　　　　 106,193

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　

固定負債 712,333 680,031 △ 32,302その他 0 0 0
その他 0 0

△ 11
賞与引当金　　　　　 25,348 27,075 1,727

0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0 地方債　　　　　　　　 8,631 8,620

1,716
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0

0 流動負債 33,979 35,695
流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-ＡＢ-Ａ

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

2

嘱託 臨時

6.9 1.8

内
訳

収集業務 45.8 15.8 2.0 4.2

0.6
1.0

0.7
指導業務 19.0 0.1

歳出目 合計

1.2

78 0 18

管理業務 6.8 0.9
啓発業務 6.4 1.8 0.4

物件費
63.5%

その他
2.7%

減価償却費
0.7%補助費等

4.2%
維持補修費

0.1%
人件費
28.9%

市負担
77.4%

使用料及手数料
14.5%

その他
8.1%

87,000

87,500

88,000

88,500

89,000

89,500

90,000

90,500

91,000

2009 2010 2011 2012

単位：ｔ

420,500

421,000

421,500

422,000

422,500

423,000

423,500

424,000

424,500

425,000

425,500

人口（人）

ごみ・資源の収集量（ｔ） 人口（人）

　収集経費のうち、直営の収集経費（人件費）と委託の収集経
費（物件費）の関係が明らかになります。

2,602,774
0

42,943
27,075

18,133
0

108,598
0

2,184
0

751,107

1,652,734
47,765

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料 1,557,677

市負担

77.4%

使用料及手数料

14.5%

その他

8.1%

　廃棄物収集に係るコストの負担状況が明らか
になります。

　財務分析を行うことにより今後重点的に取り組む課題が明らかになります。

　ごみや資源物の収集委託や指定収集
袋に関する物件費と、地域資源化奨励
金などの補助費等の圧縮について検討
の余地があります。ただし、検討にあ
たっては、事業の継続性の担保や事業
実施による効果の低減を招かないよう
留意する必要があります。
　また、今後のごみの一層の減量に
よって、家庭ごみ処理手数料などの使
用料及び手数料収入の減少が予想され
るため、2012年度に実施したインター
ネットを活用したごみ収集車の売却な
どに加え、財源確保を検討する必要が
あります。

87,000

87,500

88,000

88,500

89,000

89,500

90,000

90,500

91,000

2009 2010 2011 2012

単位：ｔ

420,500

421,000

421,500

422,000

422,500

423,000

423,500

424,000

424,500

425,000

425,500

人口（人）

ごみ・資源の収集量（ｔ） 人口（人）
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事例⑤　３Ｒ推進事業

歳出目別財務諸表

Ⅰ.

Ⅱ.
◆行政

事業概

資源物回

市民一人
資源量

定性的
な成

部局

組織
ミッシ

ごみ・

行
政
収
入

行
政
費
用

行政

通常

特別収支

金融収入
金融費用
金融

当期収支

特
別
収
入

特
別
費
用

事業の成果

財務情報
コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

事業類型 c その他

30,151
行政回収量及び集団回収量

要

・３Ｒ意識の普及啓発事業　　　　　　　　　　・「資源とごみの出し方」発行　　　　　　　　・家庭用生ごみ処理機購入費補助事業
・家庭ごみ・資源物の収集運搬事業　　　　　　・資源とごみの収集カレンダー発行　　　　　　・地域資源化事業
・廃棄物減量等推進員（ごみ減量ｻﾎﾟｰﾀｰ）事業　・情報誌「ごみナクナーレ」発行　　　　　　　・リサイクル推進店事業
・ごみ集積所の設置管理事業　　　　　　　　　・指定収集袋の製造・販売事業
・収集車両の維持管理　　　　　　　　　　　　・リサイクル広場事業
・大型生ごみ処理機の貸与事業　　　　　　　　・イベントごみ減量支援事業

ｔ 30,445 29,024 30,689

ごみや資源物を運搬した量（収集量）
87,157

歳出目名 ３Ｒ推進費３Ｒ推進課主管課名

85,629

環境資源部

1,557,677

収量

単位 2011年度 2012年度

88,662 87,200

1,557,677

市民が排出した、一人一日あたりのごみと資源の量

定量的な成果の説明

一日あたりごみ・
ｇ 762 756 755 742

2013年度

B-A

果

◆出前講座によって5,885名、イベント参加によって7,871名の市民に、３Ｒ意識普及に向けたご案内をしました。
◆市民、市民団体、事業者の３Ｒ普及促進に向けた取組みを支援するため、活動を紹介する情報紙を2回発行したほか、4団体と取組
み支援の協定を締結しました。
◆生ごみ処理機等を利用され生ごみの資源化に取リ組まれる世帯が、新たに170世帯増加しました。また、一層の増加に向け、町田ブ
ランドの大型生ごみ処理機の共同開発に向け、協力協定を締結しました。
◆町内会・自治会等と、排出方法案内と持ち去り行為防止を目的とした早朝キャンペーンを3回実施しました。
◆市内の245事業所を訪問し、事業活動に伴って生じたごみの適正な処理方法をご案内しました。
◆不法投棄の防止のため夜間パトロールを4回実施しました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

名

差額

の
ョン

3R推進課のミッションは、わかりやすく情報をお伝えしたり、取組みやすい仕組みを作り、町田市内に3R（リデュース:ごみそのものを
減らす、リユース：繰り返し大切に使う、リサイクル：分別して資源にする ）意識を広め、誰もがごみの減量や資源化に取組む、環境に
配慮した町田市を実現することです。

指標名 2016年度

資源の収集量 ｔ

2012年度

地方税
国庫支出金

0

その他
行政収入 小計(a)

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

0
0 0

0
0 0
0

377,163
0 0

377,163

210,789 210,789
587,952 587,952

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

賞与引当金繰入額

751,107 751,107

1,652,734 1,652,734
47,765 47,765

2,184 2,184
0 0

108,598 108,598
0 0

18,133 18,133
0 0

27,075 27,075
42,943 42,943

0 0
2,602,774 2,602,774

収支差額 (a)-(b)=(c) △ 2,014,822 △ 2,014,822

0 0
191 191

△ 191 △ 191
△ 2,015,013 △ 2,015,013

450 450
0 0

450 450
0 0
0 0

0 0

△ 2,014,563

450 450

収支差額 (c)+(f)=(g)

使用料及手数料
廃棄物処理手数料（家庭ごみ・事業系ごみ処理手数
料739,042千円、粗大ごみ処理手数料50,320千
円、動物死体処理手数料1,410千円）※収入額
790,772千円のうち、413,609千円は基金へ充当

物件費
委託料1,557,677千円（可燃物・不燃物・資
源物収集運搬業務委託1,066百万円、指定
収集袋作製・配送・販売業務委託325,433千
円など）

補助費等
報償費102,625千円（地域資源化奨励金、廃
棄物減量等推進員謝礼）、負担金補助及び
交付金1,957千円（生ごみ処理機購入費補助
金他）など。

土地

増減理由

塵芥集積所の取得による7,676千円の増加。

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

 (d)
 (e)

収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

差額 (g)+(j)

勘定科目 建物

増減理由

南収集事務所の減価償却費3,807千円、リサ
イクル広場まちだの減価償却費587千円によ
る減少。

固定資産売却益
その他

その他

重要物品

増減理由

2トン塵芥収集車1台購入による7,213千円の
増加、車両の減価償却費13,738千円による
減少。

△ 2,014,563

0 0

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

ごみ・資源の収集量と人口の推移

３Ｒ推進費は、ごみ・資源物収集運搬委託料や指定収集袋の作製・配送・販売業務委託料などの物件費が約6割を占めています。また、人件費
として約3割を、残りの約1割は主に地域資源化奨励金や生ごみ処理機購入費補助金などの補助費等が占めています。
財源は、約8割を市の負担で賄っており、残りの約2割は家庭ごみ処理手数料などの使用料及び手数料収入及び、資源物売払代などの財産収
入となっています。

　ごみや資源物の収集委託や指定収集袋に関する物件費と、地域資源化奨励金などの補助費等の圧縮について検討の余地があります。ただ
し、検討にあたっては、事業の継続性の担保や事業実施による効果の低減を招かないよう留意する必要があります。
　また、今後のごみの一層の減量によって、家庭ごみ処理手数料などの使用料及び手数料収入の減少が予想されるため、2012年度に実施した
インターネットを活用したごみ収集車の売却などに加え、財源確保を検討する必要があります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 1,870,392
一般財源充当調整額 1,870,392

財務活動支出 8,631
財務活動収支差額(c) △ 3,631

行政サービス活動支出 2,611,786 社会資本整備等投資活動支出 7,214
行政サービス活動収支差額(a) △ 2,023,834 社会資本整備等投資活動収支差額(b) 157,073

財務活動収入 5,000
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 587,952 社会資本整備等投資活動収入 164,287
勘定科目

負債及び純資産の部合計 419,208 415,964

金額

△ 3,244資産の部合計 419,208 415,964 △ 3,244
純資産の部合計 △ 327,104 △ 299,762 27,342その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 32,575 26,050 △ 6,525

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

△ 30,586
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 △ 327,104 △ 299,762 27,342

0 0
イ
ン

フ
ラ

資
産

有形固定資産 0 0 0 負債の部合計 746,312

0 0 0

715,726
0

工作物 　　　　　 0 0 0

△ 28,682
101,798 △ 4,395 その他 0 0 0

26,512 22,892 △ 3,620
土地 　　　　　　　 280,440 288,116 7,676 退職手当引当金　　 685,821 657,139

0

389,914 3,281 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 386,633

建物 　　　　　　　 106,193

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　

固定負債 712,333 680,031 △ 32,302その他 0 0 0
その他 0 0

△ 11
賞与引当金　　　　　 25,348 27,075 1,727

0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0 地方債　　　　　　　　 8,631 8,620

1,716
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0

0 流動負債 33,979 35,695
流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-ＡＢ-Ａ

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

2

嘱託 臨時

6.9 1.8

内
訳

収集業務 45.8 15.8 2.0 4.2

0.6
1.0

0.7
指導業務 19.0 0.1

歳出目 合計

1.2

78 0 18

管理業務 6.8 0.9
啓発業務 6.4 1.8 0.4

物件費
63.5%

その他
2.7%

減価償却費
0.7%補助費等

4.2%
維持補修費

0.1%
人件費
28.9%

市負担
77.4%

使用料及手数料
14.5%

その他
8.1%

87,000

87,500

88,000

88,500

89,000

89,500

90,000

90,500

91,000

2009 2010 2011 2012

単位：ｔ

420,500

421,000

421,500

422,000

422,500

423,000

423,500

424,000

424,500

425,000

425,500

人口（人）

ごみ・資源の収集量（ｔ） 人口（人）

　収集経費のうち、直営の収集経費（人件費）と委託の収集経
費（物件費）の関係が明らかになります。

2,602,774
0

42,943
27,075

18,133
0

108,598
0

2,184
0

751,107

1,652,734
47,765

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料 1,557,677

市負担

77.4%

使用料及手数料

14.5%

その他

8.1%

　廃棄物収集に係るコストの負担状況が明らか
になります。

　財務分析を行うことにより今後重点的に取り組む課題が明らかになります。

　ごみや資源物の収集委託や指定収集
袋に関する物件費と、地域資源化奨励
金などの補助費等の圧縮について検討
の余地があります。ただし、検討にあ
たっては、事業の継続性の担保や事業
実施による効果の低減を招かないよう
留意する必要があります。
　また、今後のごみの一層の減量に
よって、家庭ごみ処理手数料などの使
用料及び手数料収入の減少が予想され
るため、2012年度に実施したインター
ネットを活用したごみ収集車の売却な
どに加え、財源確保を検討する必要が
あります。

87,000

87,500

88,000

88,500

89,000

89,500

90,000

90,500

91,000

2009 2010 2011 2012

単位：ｔ

420,500

421,000

421,500

422,000

422,500

423,000

423,500

424,000

424,500

425,000

425,500

人口（人）

ごみ・資源の収集量（ｔ） 人口（人）

平成２４年度町田市事業別財務諸表
Ｐ.３７８参照
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事業別財務諸表を作成してみて８

（１）事業費以外にも行政サービスを提供するために必要
となるコストが把握できました。

（２）事業費以外のコストを含めたすべての費用と成果と
を比較することで、より効率性、有効性の検証が適切にお
こなえるようになりました。

（３）事業を実施するために利用されている資産等も合わ
せて検討することで、将来に向けた課題なども把握が可能
になりました。
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事業別財務諸表作成事業一覧

各事業の事業別財務諸表については、
平成２４年度（２０１２年度）町田市事業別財務諸表
http://www.city.machida.tokyo.jp/shisei/gyouzaisei/shin_ko-
kaikei/kessan/2012.htmlをご参照ください。

子ども生活部【26事業】

学校教育部【25事業】

生涯学習部【15事業】

人づくり分野

保育園、学童保育、子どもセンターなど

小中学校、学校給食、特別支援教育など

図書館、公民館など

地域福祉部【16事業】

いきいき健康部【27事業】

安全・生活分野

生活保護、障がい福祉など

国民健康保険、保健所、各種健診など

文化スポーツ振興部【13事業】

経済観光部、農業委員会事務局
【12事業】

賑わい分野

博物館、プール、国際版画美術館など

観光コンベンション、駐車場、市民農園、北部丘陵整備など

【44事業】行政経営分野
政策経営部、総務部、財務部、会計課、議会事務
局、選挙管理委員会事務局、監査事務局

市民部【30事業】

環境資源部【11事業】

建設部【16事業】

都市づくり部【24事業】

下水道部【11事業】

住環境分野

市民協働、市民センター、消防団、災害対策など

ごみ収集、資源循環施設、公害対策など

道路整備、交通安全対策など

地区まちづくり推進、コミュニティバス、公園整備など

下水道整備、水再生センターなど
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町田市財務部財政課
東京都町田市森野2-2-22
E-mail　zaimu010@city.machida.tokyo.jp
直通ダイヤル　042-724-2149
刊行物番号　13-39
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